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1．序 論 

 

1.1 はじめに 

 

基準地震動策定において想定地震は、内陸地殻内地震、プレート間地震及び海洋プレー

ト内地震の３つのタイプに分けて、それぞれの検討用地震を選定して地震動評価が行わ

れている。特に、プレート間地震及び海洋プレート内地震（以下「海溝型地震」という。）

に関して、「国内のみならず世界で起きた大規模な地震を踏まえ、地震の発生機構及びテ

クトニクス的背景の類似性を考慮した上で震源領域の設定を行うこと」が新規制基準で

規定されている。 

プレート間地震は、数十年程度の比較的短い周期で繰り返し発生する大規模地震の場

合、過去の地震に対する調査研究で得た知見を基に、想定地震の発生場所や規模を推測で

きる。2011 年東北地方太平洋沖地震のような数百年程度の比較的長い周期で繰り返し発

生するプレート間巨大地震は、国内の事例が少ないため、世界中で起きた巨大地震、特に

観測記録が得られた巨大地震の調査研究が重要である。特に、短周期地震動について日本

の手法で解析を行った事例は非常に少ないため、国外で起きた地震の観測記録を収集し

て国内と同様の解析を実施することが重要となる。 

海洋プレート内地震は、特に敷地周辺で深さ数十 km 以上の深い場所で発生する場合、

地表に痕跡が残っておらず、また、発生周期も特定されていないため、想定地震の発生場

所や規模の推定は非常に困難である。さらに、敷地周辺で発生する海洋プレート内地震は、

他のタイプの同規模の地震に比べて大きな短周期地震動を生ずるため、地震動評価にお

いて震源特性を明確にすることは重要である。  
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1.2 目 的 

 

本研究では、断層モデルを用いた手法（以下「断層モデル法」という。）による地震動

評価の精度向上のため、国内外で起きた海溝型地震の地震動特性及び震源特性に関する

研究を対象に文献調査、地震動解析等を実施することとし、以下２項目の内容を実施する。 

（１）プレート間巨大地震の地震動評価の検討 

（２）海洋プレート内地震の地震動評価の検討 
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1.3 事業内容及び方法 

 

1.3.1 プレート間巨大地震の地震動評価の検討 

 

「震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）」（以下「強震動予測レシ

ピ」という。）は、強震動評価に関する既往の検討結果から、断層モデル法における震源

特性パラメータの設定等について取りまとめた標準的な手法として、地震調査研究推進

本 部  ( 以 下 「 地 震 本 部 」 と い う 。 ) で 公 開 さ れ て い る （ 詳 細 は

http://www.jishin.go.jp/main/chousa/17_yosokuchizu/recipe.pdf を参照）。強震動予

測レシピでまとめたプレート間地震の震源特性パラメータの設定方法は、主に 1978 年宮

城県沖地震や 2003 年十勝沖地震の地震動評価を踏まえて提案されたものであり、2011 年

東北地方太平洋沖地震のようなプレート間巨大地震による地震動を評価するためには、

過去の巨大地震の震源特性及び地震評価に関する知見を反映することが重要である。 

そこで、本事業では、プレート間巨大地震を対象とし、地震動評価に用いた震源特性パ

ラメータの設定手法の整備並びに巨大地震に適応できる統計的及び経験的グリーン関数

法の高度化を行うことを目的とし、以下の項目を実施する。 

 

（１）巨大地震の観測記録の収集及び解析 

国内外で発生したプレート間巨大地震（2 個程度）による観測記録を収集し分析した上

で、検討地震を 1 個選定し、震源過程解析を行う。また、短周期地震動に着目し、特性

化震源モデルの構築を検討し、震源断層パラメータを求め、強震動予測レシピの適用性に

関する検証解析を行うとともに、プレート間巨大地震の地震動評価における課題及びそ

の解決策について整理する。ここでは、平成 29 年度とは異なる地震を対象とする、又は

同じ地震の場合は異なる手法により解析を実施する。検討地震選定、検討手法等の詳細は、

原子力規制庁担当者と協議して決定する。 

 

（２）プレート間地震のスケーリング則等の検討 

国内外で発生したプレート間地震を対象に、（１）で得られた震源断層パラメータに加

え、既往研究で得られた震源断層パラメータ、地震動特性等に関するデータを収集する。

また、プレートの地域性に着目しながら、震源断層パラメータのデータを整理・分析し、
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既往スケーリング則等との比較を行う。 

 

 

1.3.2 海洋プレート内地震の地震動評価の検討 

 

本事業は、海溝の海側の沈み込むプレート内で起きるやや浅い地震と沈み込んだプレ

ート内（スラブ内）で起きるやや深い地震（以下「スラブ内地震」という。）の２種類の

海洋プレート内地震を検討対象とする。地震本部では、後者のスラブ内地震の震源特性に

関する近年の研究成果を基に、スラブ内地震の特性化震源モデルの設定手法を新たに追

加し、強震動予測レシピを 2016 年に更新した。一方、スラブ内地震は、想定地震の発生

周期や場所に関する情報が少ないため、強震動予測レシピでは、想定地震の規模の推定手

法が提示されていない。さらに、敷地周辺で発生するスラブ内地震は、他のタイプの同規

模の地震に比べて大きな短周期地震動を生ずるとの既往研究も多いため、プレート内で

起きるやや浅い地震との比較等を行うことにより地震動評価における震源特性を明確に

することは重要である。また、国内で起きた海洋プレート内地震に関する研究事例が限ら

れているため、国内外で起きた海洋プレート内地震を対象に、より数多くの地震を調査し

比較検討することにより、地域的な特性または海洋プレートの特性を明確にすることが

重要である。 

そこで、本事業では、海洋プレート内地震を対象とし、地震動評価に用いた震源特性パ

ラメータの設定手法の高度化を行うことを目的とし、以下の項目を実施する。 

 

（１）スラブ内地震の地震動解析 

平成 29 年度に対象としていない最近の国外のスラブ内地震（１個）を対象に、特性化

震源モデルを構築し、断層モデル法に基づく地震動再現解析を行い、強震動予測レシピの

適用性に関する検証を行う。検討地震選定、検討手法等の詳細は、原子力規制庁担当者と

協議して決定する。 

 

（２）海洋プレート内地震のスケーリング則等の検討 

国内外で発生した海洋プレート内地震を対象に、（１）で得られた震源断層パラメータ

に加え、既往研究で得られた震源断層パラメータや地震動特性等に関するデータを収集
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する。また、プレートの地域性に着目しながら、断層パラメータ等のデータセットの整理・

分析を行い、既往スケーリング則等との比較を行う。 
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1.4 実施体制 

 

本事業を進める上で、適宜、学識経験者からの指導・助言を仰ぐとともに、海外の研究

者と連絡を取りながら、助言・示唆を受けるものとする。種々の参考情報は、必要に応じ

て、本事業に反映する。なお、本業務の一部を一般財団法人 地域地盤環境研究所および

株式会社 サイスモ・リサーチに外注する。 



 

2.1.1-1 
 

2. プレート間巨大地震の地震動評価の検討 

2.1 巨大地震の観測記録の収集及び解析 

2.1.1 2001 年ペルーArequipa 地震等の地震観測記録の収集及び波形処理 

 

 ここでは，昨年度（原子力規制庁，2018）収集した 2010 年チリ Maule 地震 (Mw 8.8)，2014

年チリ Iquique 地震 (Mw 8.1)，2015 年チリ Illapel 地震 (Mw 8.3) に引き続き，国外で近年発

生した M8 以上のプレート間巨大地震の 2 地震，2001 年 6 月 23 日（世界標準時）ペルー

Arequipa 地震 (Mw 8.4) および 2007 年 9 月 12 日（世界標準時）インドネシア Southern Sumatra

地震 (Mw 8.5) を対象に，震源域に比較的近い場所で得られている強震波形記録を収集した．

なお，Arequipa 地震はペルー・チリ海溝，Southern Sumatra 地震はスンダ海溝のプレート境

界を震源としている．両地震の震央を図 2.1.1-1 に示す． 

 

(1) 2001 年ペルーArequipa 地震 (Mw 8.4) 

この地震では，図 2.1.1-2 に示す 1 観測点の加速度波形を，ペルー国立工科大学のペルー・

日本地震防災センター (CISMID; http://www.cismid-uni.org/) より入手した．波形の最大値（3

成分合成）は 319 Gal である．なお，入手した波形には 0.1-20 Hz のバンドパスフィルタが

すでに施されている．波形およびそのフーリエスペクトルを図 2.1.1-3 に示す． 

 

(2) 2007 年インドネシア Southern Sumatra 地震 (Mw 8.5) 

この地震では，ドイツのポツダム地球科学研究センター (GFZ) の観測網による 1 観測点

（図 2.1.1-4）の加速度波形を，米国地震学連合のデータ管理センター  (IRIS-DMC; 

https://ds.iris.edu/ds/nodes/dmc/) より入手した．波形の最大値（3 成分合成）は 176 Gal であ

る．波形およびそのフーリエスペクトルを図 2.1.1-5 に示す． 

  



 

2.1.1-2 
 

図 2.1.1-1 記録収集の 2 地震の震央位置．緑星は Arequipa 地震，赤星は Southern Sumatra 地

震を表す． 

  



 

2.1.1-3 
 

図 2.1.1-2 Arequipa 地震の震央（星）と観測点（三角）． 

 

図 2.1.1-3 MOQ1 の加速度波形（上）と加速度フーリエスペクトル（下）．なお，波形には

0.1-20 Hz のバンドパスフィルタが施されており，スペクトルはバンド幅 0.1 Hz

の Parzen window で平滑化してある．  



 

2.1.1-4 
 

図 2.1.1-4 Southern Sumatra 地震の震央（星）と観測点（三角）． 

 

図 2.1.1-5 MNAI の加速度波形（上）と加速度フーリエスペクトル（下）．なお，スペクト

ルはバンド幅 0.1 Hz の Parzen window で平滑化してある． 



 

2.1.2-1 
 

2.1.2 2015 年チリ Illapel 地震の長周期インバージョン解析 

 

(1) はじめに 

2015 年チリ Illapel 地震は，2015 年 9 月 16 日 22 時 54 分（世界標準時）に，チリ中部 Illapel

市の西約 50 km の沖合の，南米プレートとそれに沈み込む Nazca プレートの境界で発生し

たプレート間地震である．Harvard 大学の GCMT (Global Centroid Moment Tensor) 解による

Mw は 8.3 である．この地震により，少なくとも 10 名以上の犠牲者が出ているほか，震源

域に近い沿岸部では 5 m に近い高さの津波が観測された (CNN.co.jp, 2015)． 

この地震の震源域に近い地域において比較的密な地震観測ネットワークが展開されて

おり，それによって多数の良質な強震波形記録が得られている．ここでは，昨年度（原子

力規制庁，2018）に収集したこの地震の観測記録を用いて，震源断層におけるすべり破壊

の時空間的過程をマルチタイムウィンドウ・線形波形インバージョン (Hartzell and Heaton, 

1983) により推定し（以降，「震源インバージョン」と呼ぶ），そこから得られる震源断層

パラメータ等について議論する．次に，震源インバージョンの結果に基づく特性化震源モ

デルを構築し，観測波形に対する再現を行う．なお，本項の対象とする周波数帯域は

0.03-0.20 Hz（周期 5-33 秒）である．一般的に，0.10 Hz 以上（周期 10 秒以下）の周波数

帯域は強震動による被害と深く関係しており，この帯域を説明するための強震動生成域に

関する研究（例えば，川辺・釜江，2013；Frankel, 2017）が盛んに行われている．一方，

0.10 Hz 以下（周期 10 秒以上）の周波数帯域は津波の生成あるいは長大な構造物への被害

と密接な関係があり，このうち，巨大な津波がもたらされた 2011 年東北地方太平洋沖地震 

(Mw 9.0) では，海溝軸付近に推定されたこの帯域の波の生成源が津波の波源域とほぼ対応

していた (e.g., Yoshida et al., 2011, Satake et al., 2013)．近年，強震動と津波を同時に予測す

るための統一的震源モデルが提案されている（例えば，壇・他，2013）．本項のように，

強震動を特徴づける周波数 (>0.1 Hz) と津波を特徴づける周波数 (<0.1 Hz) の両方を同時

に含む帯域を震源インバージョンに使用することは，そのような広帯域地震動予測のため

の震源モデルのさらなる高度化につながる． 

 

(2) 断層モデル化の方法 

解析にあたり，アメリカ地質調査所 (USGS) による本震発生後 24 時間以内の余震分布

等を参考に，strike 方向に 240 km，dip 方向に 150 km の断層面を設定した（図 2.1.2-1a）．



 

2.1.2-2 
 

この断層面を 10×10 km2 の小断層に分割し空間的な離散化を行った．各小断層は，Hayes et 

al. (2012) の三次元構造モデル（Slab1.0；図 2.1.2-1a）をもとにプレート境界面に沿うよう

に配置され，その深さは最浅部である海溝軸付近で約 9 km，最深部で約 56 km である（図

2.1.2-1b）．なお，この地域の地震発生帯 (seismogenic zone) の下限は，蛇紋岩化したマン

トルウェッジの最上部 (e.g., Oleskevich et al., 1999) である深さ約 50 km (Marot et al., 2014) 

とされるが，この深さと設定した断層面の下端深さはおおむね一致している．グリーン関

数を計算する際の strike および dip 角は，断層面設定と同様にプレート境界面の三次元形

状を考慮し，小断層ごとに異なるものを与えた．strike 角は-9~5°の間（図 2.1.2-1c），dip

角は深さが増すにつれて急激になり，最浅部の小断層で約 8°，最深部の小断層で約 24°で

ある（図 2.1.2-1d）．破壊開始点（図 2.1.2-1 中の黄色星）の経度・緯度は USGS のもの（西

経 71.674°，南緯 31.573°）を使用するが，深さ (29 km) はプレート境界面に沿った断層面

を設定しているため USGS (22 km) に比べてやや深い設定になっている． 

すべり破壊の時空間的発展については，破壊フロントが破壊開始点から同一の破壊伝播

速度で断層面上を広がると仮定し，各小断層においては，破壊フロントが小断層中心に到

達する時刻から 2.5 秒間隔にパルス幅 5 秒の smoothed ramp 関数を試行錯誤により 7 個並べ

て最大継続時間 20 秒のすべり破壊を許容した（図 2.1.2-2）．各小断層の rake 角は非負条件 

(Lawson and Hanson, 1974) を用いて，90° 45°の範囲内に拘束した．また，時空間的に隣

り合うすべりを平滑化する拘束条件 (e.g., Sekiguchi et al., 2000) も付加した．破壊伝播速

度および時空間的平滑化の強さは，赤池ベイズ情報量基準 (ABIC; Akaike, 1980) を参考に

決定した． 

 

(3) 震源インバージョンの波形データ 

昨年度（原子力規制庁，2018）に収集した加速度波形のうち，破壊開始点から 400 km

以内にある 18 観測点（図 2.1.2-1a 中の三角）54 成分を震源インバージョンに使用した．

な お ， こ れ ら の 波 形 デ ー タ は ， Centro Sismológico Nacional, Universidad de Chile 

(http://evtdb.csn.uchile.cl/) より入手したものである，これらを一回積分して速度波形に直

し，0.03-0.20 Hz のバンドパスフィルターを施し，1 Hz にリサンプリングしたものを解析

に使用した．使用データの時間長は観測点によって異なり， P 波到達時刻から 105-175 秒

間とした．図 2.1.2-3 に，18 観測点における生波形と解析に使用した波形を示す． 
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(4) グリーン関数およびその高精度化 

 震源インバージョンをより精度良く行うには，地下構造を適切に反映した速度構造モデ

ルに基づいて計算されるグリーン関数の使用が望ましい．そこで，本震の震源域で起きた

中規模地震の観測波形の時刻歴に対するシミュレーションを行い，震源インバージョンに

使用する一次元水平成層構造モデルを調整した． 

 初期モデルは Marot et al. (2014) による一次元 P 波・S 波速度構造モデル（表 2.1.2-1）を

使用した．密度 	 g cm⁄ 	および Q 値は Brocher (2008) の変換式 

1.6612 0.4721 0.0671 0.0043 0.000106  

16 104.13 25.225 8.2184 ,					 2  

を用いて与えた．なお，このモデルには S 波速度の遅い（約 2 km/s 以下）堆積層は含まれ

ていない．このモデルに代表されるように，本研究の対象領域であるチリ中部では，堆積

層が全体的に薄く，震源インバージョンが対象とする 0.20 Hz 以下（周期 5 秒以上）の帯

域の波形への堆積層の影響は非常に限定的であると考えられる． 

 構造モデルの調整に用いた中規模地震は，2015 年 9 月 21 日 5 時 39 分（世界標準時）に

本震の破壊開始点付近で発生した Mw 6.1 (GCMT) の地震（図 2.1.2-1a 中の緑色星）である．

なお，この地震の波形記録は，震源域内にある観測点 CO06 では得られていないため，CO06

に関しては記録が存在する 2016 年 2 月 10 日 0 時 33 分（世界標準時）に発生した Mw 6.4 

(GCMT) の地震（図 2.1.2-1a 中の緑色星）の波形を補助的に使用した．表 2.1.2-2 に両地震

の諸元を示す．Centro Sismológico Nacional, Universidad de Chile より入手した観測点（図

2.1.2-1a 中の赤三角）の加速度波形を速度波形（0.05-0.20 Hz；4 Hz リサンプリング）に変

換したものをデータとした． 

1-3 層目の層厚をそれぞれ 3, 5, 5 km に細分化し，1A-4 層目の合計 7 層（表 2.1.2-1 中の

灰色部分）の層厚を保持したまま，S 層速度を未知パラメータとして，Pitarka et al. (2004) の

フィッティング指標 f： 

2  

をもとに，2.3-4.1 km/s の間で 0.1 km/s 刻みでグリッドサーチにより調整した．ただし，上

式での ,	 はそれぞれ，観測波形と理論波形の時刻歴を表す．S 波速度に対する

P 波速度は初期モデルの VP/VS 比を，密度および Q 値は初期モデルと同様に Brocher (2008) 

を用いて自動的に算出した．理論波形の計算は smoothed ramp 型のすべり時間関数を持つ
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ダブルカップル点震源を仮定し，離散化波数法 (Bouchon, 1981) と反射・透過係数行列法 

(Kennett and Kerry, 1979) で計算した． 

 構造調整の結果を図 2.1.2-4 に，各観測点の観測と理論波形の比較を図 2.1.2-5 に示す．

図 2.1.2-4 から，全観測点において，S 波速度の速いほうに調整されるのが見て取れる，ま

た，図 2.1.2-5 から，調整後のモデルによる理論波形は調整前のものに比べて，観測波形の

位相に対する再現性が向上している．震源インバージョンのグリーン関数の計算において，

これらの 13 観測点は調整後のモデルを，残り 5 観測点（図 2.1.2-1a 中の黒三角）は初期モ

デルを使用した． 

 

(5) 震源インバージョンの結果 

図 2.1.2-6 の ABIC をもとに，図 2.1.2-7 に示すすべり変位分布を最適解として採用した．

なお，ABIC が最小となる平滑化の強さが一意的に決まらなかったため，ここでは ABIC

の減少が緩やかになるところを最適と見なした（図 2.1.2-6a）．この最適解による破壊フロ

ントの破壊伝播速度は 2.5 km/s である（図 2.1.2-6b）．また，解放された地震モーメントは

3.32×1021 Nm (Mw 8.3) であり，これは GCMT 解 (3.23×1021 Nm) と同程度の値である．

最大すべり変位は 5.0 m で，破壊開始点北西側の深さ約 10 km の海溝軸付近に位置してお

り，既往研究 (e.g., Melgar et al., 2016; Tilmann et al., 2016) とおおむね一致する． 

図 2.1.2-8 に示す各小断層のすべり時間関数に基づき，すべり破壊の時空間発展の 7.5 秒

ごとのスナップショットを図 2.1.2-9 に描く．同じくペルー・チリ海溝で発生し破壊伝播様

式が複雑であった 2014 年チリ Iquique 地震 (e.g., Suzuki et al., 2016) に比べて，この地震の

破壊伝播様式は比較的単純であり，破壊フロントがほぼ同心円状に広がっているのが分か

る．最大すべり変位を記録した破壊開始点北西側では，破壊開始から 67.5-75 秒後にもっ

とも大きくすべった．また，陸地に近い場所では，破壊開始から約 37.5-45 秒後に破壊開

始点の真北で大きなすべりが生じた． 

 

(6) 考察 

 表 2.1.2-3 に震源インバージョン結果から抽出された断層パラメータをまとめる．なお，

表には，Murotani et al. (2008) に倣って平均すべり変位の 1.5 倍以上の小断層を大すべり域

と定義した場合と，Somerville et al. (1999) の規範に従って矩形の大すべり域を抽出した場

合の両方を示している．それぞれの場合での大すべり域を図 2.1.2-7 に図示している．
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Somerville et al. (1999) の規範に従うと，破壊開始点の北側深部 (A1)，北側浅部 (A2)，西

側浅部 (A3) の 3 個の大すべり域（図 2.1.2-7 中の灰色枠）が抽出され，それらの面積の合

計は Murotani et al. (2008) に比べてやや大きかった．これは，矩形の最端部において断層

全体の平均すべり変位の 1.25 倍以上 1.5 倍未満を持つ小断層の行または列も抽出対象とし

て許容するという Somerville et al. (1999) の規範に起因しているかもしれないが，今後の検

討課題としたい．どちらの規範で抽出しても，断層面積に対する大すべり域面積の比は，

既往研究 (Murotani et al., 2013; Skarlatoudis et al., 2016) のばらつきの範囲内であった．図

2.1.2-10 に，断層面積，断層幅，Somerville et al. (1999) で定義した場合の大すべり域面積

および断層全体の平均すべり変位の 4 パラメータの地震モーメントとの関係を示すが，い

ずれのパラメータの値も既往の震源スケーリング則 (Strasser et al., 2010; Murotani et al., 

2013; Skarlatoudis et al., 2016; Allen and Hayes, 2017; Thingbaijam et al., 2017) と整合的であ

った．したがって，これらの震源スケーリング則は，この地震に対して説明能力を有して

いると言える．また，Okada (1992) で算出した断層全体の平均静的応力降下量は 1.50 MPa

であるが，これも Murotani et al. (2008) がまとめたプレート間地震の平均的な値 (1.4 MPa) 

と整合的であった． 

図 2.1.2-7 のすべり変位分布から分かるように，比較的大きなすべり破壊は浅部では海溝

軸付近，一方，深部では断層下端であるこの地域の地震発生帯の下限まで及んでいるため，

断層幅の飽和が示唆される．田島・他 (2013) は断層幅が断層長さに比例する自己相似則

が成り立つモデル，および断層幅の飽和により自己相似則から乖離するモデルからなる

2-stages scaling model を提案しているが，この地震は 2-stages scaling model の第 2 段階の地

震であると解釈できる．Allen and Hayes (2017) は 2-stages scaling model（図 2.1.2-10 中の

紫実線）とそうでないモデル（図 2.1.2-10 中の紫破線）の両方に対して関係式を提示して

いるが，この地震の断層幅および断層面積の値は前者モデルのほうの平均値により近く，

2-stages scaling model の第 2 段階の可能性を支持している．ただし，この地震は 2011 年東

北地方太平洋沖地震 (Mw 9.0) と異なり，特に大きな津波を引き起こすような，断層面深部

に比べて著しく大きいすべり変位が海溝軸付近には見られないことから，第 1 段階に比較

的近い第 2 段階の地震と考えるのが妥当であろう． 

 次に，Somerville et al. (1999) の規範に従って抽出された大すべり域 A1-A3 およびそれら

を除いた背景領域の，震源インバージョンの理論波形 (0.03-0.20 Hz) への寄与を調べた（図

2.1.2-11）．A1 は，破壊開始点北側の震源域に比較的近くに位置し，大きな振幅が記録され
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た観測点での速度波形の主要なフェーズ（例えば C10O の 30-60 秒）を説明している．こ

のうち，フェーズの前半部（例えば C10O の 30-45 秒）は加速度波形のパルスと良く対応

している（図 2.1.2-1）．このパルス波形は A1 の中の特に深部の小断層の，すべり時間関数

の前半に見られる立ち上がりが急峻かつ継続時間が短いパルスによって生成されたと考え

られる．本項の震源インバージョンの対象周波数帯域は 0.03-0.20 Hz と低周波数ではある

が，上記の検討から，A1 の特に深部付近（深さ 30-45 km）はこの地震の強震動 (0.1-10 Hz) 

生成域に当たる可能性が高い．また，A2 は主として破壊開始点北側の遠方の観測点（例え

ば AC04）の，A3 は破壊開始点南側の観測点の波形にそれぞれ寄与している． 

 この地震の場合，図 2.1.2-11 から分かるように，大すべり域のみならず，本来寄与が小

さいはずの背景領域の寄与も比較的大きい．背景領域の寄与を詳細に検討するために，こ

こでは観測点 C10O を例に，すべり変位の比較的大きかった破壊開始点の北側深部にある

小断層を 12 個（A-K）の小断層ブロックに分割し，波形への各ブロックの寄与を調べた（図

2.1.2-12）．このとき，ブロック G, K が大すべり域 A1 に，それ以外は背景領域に当たる．

大すべり域 A1 に当たるブロック G の主要フェーズへの寄与がもっとも大きいが，ブロッ

ク F, L 等の大すべり域 A1 周辺にある背景領域が持つ寄与も無視できないことがわかった．

これは，震源インバージョンで得られた大すべり域と背景領域のすべり変位量のコントラ

ストが，特に破壊開始点の北側で小さいことによる結果である．表 2.1.2-3 の (9) にもあ

るように，Somerville et al. (1999) で定義した場合の大すべり域の平均すべり変位は断層全

体の 1.62 倍であり，この値は既往の震源スケーリング則（例えば，岩切・他，2014）の

2.3 倍とは有意な乖離がある．このようなすべり変位の小さいコントラストをもたらして

いるのは，観測点の分布の偏りである．今回の震源インバージョンでは，破壊開始点の東

側において使用できる強震観測点が残念ながら存在せず，観測点が均等に分布するような

理想的な解析条件とはなっていない．そのため，チェッカーボードテストによる検討を行

った結果，破壊開始点周辺を中心に震源インバージョンの空間解像度が低下している（図

2.1.2-13）．このことが，大すべり域 A1 とその周辺の背景領域の間のすべり変位の空間的

変化をなめらかにし，背景領域の波形への寄与を大きく見せかけるという結果を招いてい

る．実際の大すべり域の寄与はより大きく，背景領域の寄与は相対的により小さいと考え

られる．したがって，本来寄与が小さいはずの背景領域の寄与が大きいという図 2.1.2-11

の検討結果が，この地震の震源特性を高い精度で表していると言うのは困難である可能性

が高い． 
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(7) 長周期に対する特性化震源モデル 

ここでは，震源インバージョン結果に基づいて特性化震源モデルを構築し，本項が対象

とする 0.03-0.20 Hz（周期 5-33 秒）の地震動の再現を試みた．なお，波形計算の手法と速

度構造モデルはインバージョンの際と同じである． 

特性化震源モデルの地震モーメントは震源インバージョン結果と同じにした．断層面の

位置および形状もインバージョンと同じであるが，剛性率はインバージョンと異なり，深

さに寄らずに一様とした．断層面は，大すべり域 A1-A3 と背景領域から構成されるとし，

それらの断層パラメータを表 2.1.2-4 にまとめる．各小断層のすべり時間関数の形は，

smoothed ramp 型とした．なお，各小断層のパラメータ抽出では，すべり遅れ時間 Td とラ

イズタイム Tr を持つ smoothed ramp 関数を一つ予め用意し，震源インバージョンで得られ

たすべり時間関数とのフィッティングにより決定された最適な Tr を各小断層のライズタ

イムとした．また，破壊フロントの到達時刻からの最適な Td を各小断層における正味の

破壊開始時刻とし，隣接する小断層の破壊開始時刻の差分を取って（宮腰・他, 2017）破

壊伝播速度を算出した．算出された各小断層のライズタイムと破壊伝播速度を図 2.1.2-14

に示す． 

破壊伝播様式は地震動に大きく影響するパラメータである（例えば，Iwaki et al., 2016；

原子力規制庁，2018）．そこで，2 種類の破壊伝播様式を設定し（図 2.1.2-15），地震動を計

算した．一つ目は，破壊開始点から同心円状に破壊が進展するものであり，これをモデル

M1 とする．二つ目の破壊伝播様式は，背景領域および大すべり域 A2, A3 では破壊開始点

より同心円状に進むが，観測された大きな波形振幅に寄与する大すべり域 A1 のみ，破壊

開始 28.1 秒（破壊開始点より背景領域を同心円状に進んできた破壊が到達する時刻）後に

その南西端から破壊が開始するとした，いわゆる多重震源型であり，これをモデル M2 と

する． 

両モデルによる速度波形（図 2.1.2-16 中の灰色線）を震源インバージョンの理論波形（図

2.1.2-16 中の赤色線）と比較する．大きな振幅が観測された破壊開始点の北側において，

モデル M1 では主要動の振幅に対して過小評価であるが，大すべり域 A1 に海域から陸域

への directivity 効果を持たせたモデル M2 の場合，走時は必ずしも一致しないものの，振

幅に関してはある程度再現できている．擬似速度応答スペクトル（減衰定数 5%；3 成分合

成値）からも，周期 10-20 秒におけるモデル M1（図 2.1.2-17 中の灰色破線）の過小評価が



 

2.1.2-8 
 

モデル M2（図 2.1.2-17 中の灰色実線）によって改善されているのが見て取れる．一方，破

壊開始点の南側では，両方のモデルともに振幅を過大評価しており，モデル間の波形の差

はほとんど見られない． 

次に，波形の振幅に対する再現性が比較的良かったモデル M2 の波形について，震源イ

ンバージョンの際と同様，各領域による寄与を調べた（図 2.1.2-18）．表 2.1.2-4 で示すよ

うに，特性化震源モデルのすべり変位はインバージョン結果に基づいて設定している．そ

のため，震源インバージョンで見られた，観測点分布の偏りに起因すると考えられる，大

すべり域と背景領域の間のすべり変位のコントラストの低さおよび背景領域の波形への

見かけ上の大きな寄与はモデル M2 でも確認できる．この背景領域の大きな寄与は，特に

破壊開始点南側の振幅に対する過大評価に影響している．そこで，これらを解決すべく，

震源インバージョンで得られた地震モーメントを保持しながら，大すべり域の平均すべり

変位が断層全体の 2.3 倍（岩切・他，2014）となるように，モデル M2 の大すべり域と背

景領域のすべり変位を調整したモデル M3（表 2.1.2-5）を用意し，再度波形を計算した．

なお，モデル M3 の破壊伝播様式は M2 と同様とする．モデル M3 による速度波形と擬似

速度応答スペクトル（減衰定数 5%；3 成分合成値）を図 2.1.2-19, 20 に示す．破壊開始点

の北側では，波形の振幅に対する再現性はモデル M2 と同程度に良好であった．大すべり

域のすべり変位を大きくして背景領域のすべり変位を小さくすることで，波形全体への寄

与が大きくなった大すべり域 (A1) だけでも主要動の振幅がある程度説明できるようにな

った．一方，破壊開始点の南側でも，背景領域のすべり変位を落とすことで，モデル M2

の場合に見られた波形の振幅に対する過大評価が少なからず改善された． 

 

(8) まとめ 

本項では，強震動記録の長周期成分 (0.03-0.20 Hz) を用いた波形インバージョンにより，

2015 年チリ Illapel 地震の震源破壊の時空間的すべりを推定した．さらに，推定結果に基づ

く長周期に対する特性化震源モデルを構築し，波形の再現性について検討した．これらの

解析によって得られた知見を以下にまとめる． 

1. 震源インバージョン結果から抽出されたこの地震の巨視的断層パラメータの値は，既

往の震源スケーリング則と整合的である． 

2. この地震は断層幅が飽和する，2-stages scaling model の 2 段階目の地震であるが，特に

大きなすべり変位が海溝軸付近には見られないことから，1 段階目に比較的近い 2 段階
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目の地震であると考えられる． 

3. この地震の断層面深部に位置する大すべり域は，速度波形の主要動の振幅と加速度波

形のパルス波形の両方を説明しており，強震動 (0.1-10 Hz) 生成域に相当すると考えら

れる． 

4. 長周期に対する特性化震源モデルにおいて，周期 10-20 秒の振幅に対する過小評価を防

ぐために，大すべり域の海域から陸域への directivity 効果を考慮することが重要である． 

5. 既往スケーリング則のすべり変位における大すべり域の断層全体に対する倍率に基づ

いて特性化震源モデルのすべり変位を適切に設定すれば，この地震の波形振幅を良好

に再現することは可能である． 
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(a) 

(b)            (c)            (d) 

図2.1.2-1 (a) 2015年チリIllapel地震の震源インバージョンで設定した断層面，および各小断

層の (b) 深さ (c) strike角 (d) dip角．黄色星は本震の破壊開始点である．(a) 中

のコンターはHayes et al. (2012) によるプレート境界の深さ (km) を表し，緑色

星は構造モデルの調整に使用した地震の震央，プロットは本震発生後24時間以

内の余震の震央であり，黒三角は震源インバージョンの観測点，そのうち赤三

角は構造調整を行った観測点である．  
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図2.1.2-2 マルチタイムウィンドウの概念図．  
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図2.1.2-3 Illapel地震の加速度波形（上段）と震源インバージョンに使用した0.03-0.20 Hz

の速度波形（下段）．各波形の右の数字は最大振幅を表し，加速度波形の単位

はcm/s/s，速度波形の単位はcm/sである．時刻の0秒はP波到達時刻である．
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図2.1.2-3 （続き）  
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表2.1.2-1 構造モデルの調整で使用する初期モデル． 

 

表2.1.2-2 構造モデルの調整で使用する地震の諸元． 

  

余震1 余震2

日時 (UTC) 2015/9/21 5:39:35 2016/2/10 0:33:05
1
経度 71.7431°W 71.5838°W

1
緯度 31.5757°S 30.5723°S

1
震源深さ 30.0 km 29.0 km

2
strike N2°E N11°E
2
dip 28° 29°

2
rake 101° 103°

2
地震モーメント 1.78×10

18
 Nm (M w  6.1) 4.30×10

18
 Nm (M w  6.4)

2
ライズタイム 5.4 s 7.4 s

1: USGS   2: GCMT

層番号 1
上面深さ (km)

1
P波速度 (km/s)

1
S波速度 (km/s)

2
密度 (g/cm

3
)

2
Q P

2
Q S

1A
1B
2A
2B
3A
3B

4 26 7.0 4.0 2.97 1046 523

5 36 7.2 4.1 3.03 1106 553

6 46 7.7 4.4 3.19 1308 654

7 56 8.0 4.5 3.29 1382 691

8 66 8.2 4.6 3.36 1458 729

備考

1: Marot et al.  (2014)   2: Brocher (2008)

2.86 933 466

の2層に分割3 kmを境に

11 kmを境に の2層に分割

21 kmを境に の2層に分割

2.52 516 258

6 6.1 3.5 2.74 784 3922

3

0 4.9 2.8

16 6.6 3.8

1
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図2.1.2-4 構造モデルの調整結果．青色は初期モデルの，赤色は調整後の一次元S波速度構

造モデルを表す．  
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図2.1.2-5 構造モデルの調整を行った観測点での速度波形 (0.05-0.20 Hz) の比較．黒色は観

測波形，赤色は調整後モデルによる理論波形，青色は初期モデルによる理論波

形である．時刻の0秒はP波到達時刻5秒前である．  
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(a)                                  (b) 

図2.1.2-6 最適解決定における (a) 時空間的平滑化の強さおよび (b) 破壊フロントの破壊

伝播速度のABICとの関係．黒丸は最適解を表す． 
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図2.1.2-7 震源インバージョンで推定されたすべり変位の分布．黄色星は破壊開始点，青コ

ンターはHayes et al. (2012) によるプレート境界の深さ (km) を表す．黒四角で

囲んだ小断層はMurotani et al. (2008) の，灰色の四角で囲んだ領域 (A1-A3) は

Somerville et al. (1999) の規範で抽出した大すべり域を表す．  
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図2.1.2-8 最大すべり速度の分布と各小断層でのすべり時間関数．赤色星は破壊開始点，四

角で囲んだ領域はSomerville et al. (1999) の規範で抽出した大すべり域を表す．
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図2.1.2-9 破壊伝播の7.5秒ごとのスナップショット（すべり変位の増分）． 
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表2.1.2-3 震源インバージョン結果から抽出された断層パラメータ． 

   

Murotani et al.
(2008)

Somerville et al.
(1999)

(1) 地震モーメント

(2) 断層長さ

(3) 断層幅

(4) 断層面積

(5) 断層全体の平均すべり変位

(6) 断層全体の最大すべり変位

(7) 断層全体の平均静的応力降下量
1

(8) 大すべり域の面積 5,900 km
2

7,300 km
2

(8)÷(4) 0.16 0.20

(9) 大すべり域の平均すべり変位 3.82 m 3.59 m

(9)÷(5) 1.73 1.62

*1. Okada (1992) で計算

4.96 m

1.50 MPa

3.32×10
21

 Nm

240 km

150 km

36,000 km
2

2.21 m
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図2.1.2-10 （左上）断層面積（右上）断層幅（左下）Somerville et al. (1999) で定義した場

合の大すべり域面積（右下）断層全体の平均すべり変位の，地震モーメントと

の関係．  
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図2.1.2-11 震源インバージョンにおける，大すべり域 (A1-A3) と背景領域による速度波形 

(0.03-0.20 Hz) への寄与．時刻の0秒はP波到達時刻である．  
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図2.1.2-11 （続き）  



 

2.1.2-25 
 

図2.1.2-11 （続き）  
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図2.1.2-12 震源インバージョンにおける，小断層ブロック (A-K) による観測点C10Oの速

度波形 (0.03-0.20 Hz) への寄与．  

 

図2.1-2-13 チェッカーボード解像度テスト．（左）ターゲット（右）結果．三角は震源イ

ンバージョンの観測点，青枠は大すべり域A1-A3を表す．  
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表2.1.2-4 長周期に対する特性化震源モデルM1, M2の断層パラメータ． 

なお，平均破壊伝播速度は，各領域内の中央値を使用した．

A1 A2 A3 背景領域

剛性率 (N/m
2
)

面積 (km
2
) 30×60 70×50 50×40 28700

平均すべり変位 (m) 3.51 3.60 3.65 1.86

平均すべり角 (°) 87 77 94 90

平均ライズタイム (s) 9.5 9.9 10.0 8.7

平均破壊伝播速度 (km/s) / そのV S比 (%) 2.50/64 1.78/46 2.50/64 2.50/64

4.55×10
10
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                  (a) 

                  (b)  

図2.1.2-14 震源インバージョン結果から算出された各小断層の  (a) ライズタイム  (b) 破

壊伝播速度．
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    モデルM1 

         モデルM2 

図2.1.2-15 長周期に対する特性化震源モデルM1, M2の破壊開始時刻．赤色星は断層全体の

破壊開始点，モデルM2における紫色星は大すべり域A1の破壊開始点，コンター

は破壊到達時刻（単位：秒）を表す．  
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図2.1.2-16 特性化震源モデルの速度波形 (0.03-0.20 Hz)．1段目の（黒）は観測波形，（赤）

は震源インバージョンによる理論波形，2段目（灰）はモデルM1，3段目（灰）

はモデルM2による理論波形である．   
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図2.1.2-16 （続き）  
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図2.1.2-17 観測波形（黒）・震源インバージョンの理論波形（赤）・特性化震源モデルM1

（灰破線）・モデルM2（灰実線）の擬似速度応答スペクトル（減衰定数5%；3

成分合成値）．  
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図2.1.2-18 特性化震源モデルM2の理論速度波形  (0.03-0.20 Hz) における，大すべり域 

(A1-A3) と背景領域の寄与．   
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図2.1.2-18 （続き）  
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図2.1.2-18 （続き）  
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表2.1.2-5 長周期に対する特性化震源モデルM3の断層パラメータ． 

イタリックはモデルM1, M2からの変更点を表す．  

A1 A2 A3 背景領域

剛性率 (N/m
2
)

面積 (km
2
) 30×60 70×50 50×40 28700

平均すべり変位 (m) 4.66 4.66 4.66 1.36

平均すべり角 (°) 87 77 94 90

平均ライズタイム (s) 9.5 9.9 10.0 8.7

平均破壊伝播速度 (km/s) / そのV S比 (%) 2.50/64 1.78/46 2.50/64 2.50/64

4.55×10
10
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図2.1.2-19 特性化震源モデルM3の理論速度波形  (0.03-0.20 Hz) における，大すべり域 

(A1-A3) と背景領域の寄与．   
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 図2.1.2-19 （続き）  
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図2.1.2-19 （続き）  
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図2.1.2-20 観測波形（黒）・震源インバージョンの理論波形（赤）・特性化震源モデルM3

（灰実線）の擬似速度応答スペクトル（減衰定数5%；3成分合成値）．比較のた

めに，モデルM2のものも灰破線で示す． 
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2.1.3 2015 年チリ Illapel 地震の特性化震源モデルの設定 

 

2.1.2 節の長周期インバージョン解析で対象とした 2015 年チリ Illapel 地震を対象に、特

性化震源モデルの設定を行った。まず、本震および余震記録の分析に基づいて、経験的グリ

ーン関数法による波形合成時に用いる重ね合わせ数 N、およびターゲットの地震と要素地震

の応力降下量の比 C、要素地震のコーナー振動数 fcs を求めた。次に、ターゲットの地震の

震源モデルをクラックモデル（強震動生成域のみ）として解釈して、特性化震源モデルの断

層パラメータを設定した。 

 

（1）対象地震 

特性化震源モデルの対象は、2015 年 9 月 16 日のチリ Illapel 地震（MW 8.3、以降、本震と

呼ぶ）とし、要素地震の候補として 2015 年 9 月 21 日に発生した余震 1（MW 6.1）および

2016 年 2 月 10 日に発生した余震 2（MW 6.4）を用いた。本震、および 2 つの余震の震央位

置およびメカニズム解を図 2.1.3-1 に示す。 

 

（2）観測記録の収集 

CSN (Centro Sismológico Nacional, Universidad de Chile)の公開サイトより、本震記録および

2 つの余震記録が同時に観測されている 13 地点を対象に、観測記録を収集した。観測点の

位置を図 2.1.3-1 に合わせて示す。各観測点から本震、余震との震源距離を表 2.1.3-1 に示す。 

本震および 2 つの余震における加速度の時刻歴を図 2.1.3-2~図 2.1.3-4 に示す。図より、

時刻歴は途切れることなどなく、良好な記録が取れていることが分かる。本震および 2 つの

余震における加速度スペクトルを図 2.1.3-5~図 2.1.3-7 に、変位フーリエスペクトル（水平 2

成分）を図 2.1.3-8~図 2.1.3-10 に示す。図より、短周期側のノイズは比較的少なく、長周期

側は観測点によっては 0.02Hz 以下でノイズ（○印）が見られることが分かる。 

 

（3）経験的グリーン関数法用のパラメータの推定 

ここでは、本震と余震の変位フーリエスペクトルの比率に基づいて、経験的グリーン関数

法による波形合成時に用いる重ね合わせ数 N、およびターゲットの地震と要素地震の応力降

下量の比 C、要素地震のコーナー振動数 fcs を求める。 

まず、本震と余震の変位フーリエスペクトルについて、Hanning Window によるスムージ
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ング処理（黒線）を行った。次に、スムージング処理後の本震と余震のそれぞれの変位フー

リエスペクトルに対して、距離補正および Q 値の補正を行った後、本震と余震との変位フ

ーリエスペクトルの比率を求めた。その際、本震との震源距離は、長周期インバージョン結

果を参照に強震動生成域との距離（図 2.1.3-1 の赤●印との距離）を採用した。また、Q 値

の補正においては、震源の S 波速度は Vs=3.6km/s、 Q 値は各観測点で短周期レベル側が平

均的にフラットになるように試行錯誤で Q=200f 0.69 と仮定した。 

以上より求めた、本震と余震 1 との変位フーリエスペクトルの比、図 2.1-12 に本震と余

震 2 との変位スペクトルの比を図 2.1-11～図 2.1-12 に示す。左から右の順に、各観測点にお

ける本震の NS、EW 成分の変位フーリエスペクトル、余震の NS、EW 成分の変位フーリエ

スペクトル、本震と余震との変位フーリエスペクトルの比（水平 2 成分の重ね図）を示す。 

図 2.1-13 に本震と余震 1 との変位フーリエスペクトルの比に基づいてフィッティングし

た結果、図 2.1-14 に本震と余震 2 との変位フーリエスペクトルの比に基づいてフィッティ

ングした結果を示す。それぞれの最適フィッティングした結果より求めた、経験的グリーン

関数法用のパラメータを表 2.1.3-2 に示す。本震と余震 1 より求まった重ね合わせ数は N=11、

応力降下量の比は C＝1.4 である。本震と余震 2 より求まった重ね合わせ数は N=7、応力降

下量の比は C＝1.8 である。 

ここでは、経験的グリーン関数法用のパラメータと同時に、余震 1 と余震 2 のコーナー

振動数も推定した。余震 1 のコーナー振動数は 0.34Hz で、余震 2 のコーナー振動数は 0.22Hz

となった。余震 1 と余震 2 のコーナー振動数を用いて計算した理論スペクトルと、観測記

録の変位フーリエスペクトルを図 2.1.15～図 2.1.16 に比較する。図より、余震 1 と余震 2 の

理論スペクトルと観測記録は良く整合していることから、推定されたコーナー振動数は妥

当であると考えられる。 

 

（4）SMGA モデルおよび断層パラメータ 

本検討では、ターゲットの長周期インバージョン結果からアスペリティ（主な強震動生成

域）に相当すると思われる部分を取り出して SMGA モデルを作成した。その際、アスペリ

ティとの距離がより短い余震 2 を経験的グリーン関数法の要素地震として用いることにし

た。 

断層パラメータの設定では、ターゲットの地震のモーメントマグニチュード MWl=8.3、タ

ーゲットの地震の断層面積 Sl=240km×150km＝36,000km2、要素地震(余震 2)のコーナー振動
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数 fcs＝0.22Hz、余震 2 を要素地震として用いた場合の経験的グリーン関数法による波形合

成時に用いる重ね合わせ数 N =7、およびターゲットの地震と要素地震の応力降下量の比 C 

=1.8 の 5 つのパラメータを与条件とした。 

アスペリティに相当する部分を SMGA でモデル化する場合、主なパラメータは、SMGA

の面積 SSMGA、SMGA の地震モーメント M0SMGA、短周期レベル ASMGA、応力降下量⊿σSMGA の

4 つである。ここに、SMGA の短周期レベル ASMGA はターゲットの地震の全体の短周期レベ

ル Al と等しい。 

SMGA lA A                            (2.1.3-1) 

まず、SMGA の短周期レベル ASMGA およびターゲットの地震の短周期レベル Al を推定す

るために、まず要素地震の短周期レベル As を求めた。まず、Kanamori(1977)による(2.1.3-2)

式より、ターゲットの地震のモーメントマグニチュード MWl から地震モーメン M 0l が求ま

るので、C=1.8 と N=7 の値を(2.1.3-3)式に代入すると、要素地震の地震モーメント M0s が決

まる。次に、Brune(1970)の ω-2 モデルを仮定した場合の、(2.1.3-4) 式によるコーナー振動数

の値と、円形クラックの平均応力降下量を求める(2.1.3-5)式を用いて、要素地震の断層面積

Ss、および要素地震の応力降下量⊿σs を算定した。さらに、要素地震の断層面積 Ss、および

要素地震の応力降下量⊿σs を用いて、Brune (1970) の(2.1.3-6)式より要素地震の短周期レベ

ル As が求まる。 

1.5 9.1
0 [N m] 10 WlM
lM                 (2.1.3-2) 

3
0 0/ 617l sM M CN                (2.1.3-3) 

(7 /16) / 0.22Hzcs sf S                (2.1.3-4) 

1.5
0(7 /16) / ( / )s s sM S                 (2.1.3-5) 

2 1/24 ( / )s s sA S                 (2.1.3-6) 

要素地震の短周期レベル As が求まったので(2.1.3-7)式よりターゲットの地震の短周期レ

ベル Al が求まることから、SMGA の短周期レベル ASMGA も求まる。 

  / / 12.6SMGA s l sA A A A CN                      (2.1.3-7) 

次に、SMGA モデルの残りの 3 つのパラメータである、断層面積 SSMGA、地震モーメント

M0SMGA、および応力降下量⊿σSMGA を求めるために、まずターゲットの地震をアスペリティ

モデルとして考える場合のパラメータを整理する。 

地震調査研究推進本部(2005)のプレート間地震の強震動予測レシピによると、ターゲット

の地震をアスペリティモデルでモデル化する場合、平均応力降下量⊿σl、地震モーメント 
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M0l と断層面積 Sl は円形クラックの式を仮定していることから、下式よりターゲットの地震

の平均動的応力降下量⊿σl を算定することができる。 

1.5
0(7 / 16) / ( / )l l lM S                       (2.1.3-8) 

そして、アスペリティの応力降下量⊿σa、アスペリティの面積 Sa、およびターゲットの地

震の短周期レベル Al は下記の関係式を満たす。ここに、(2.1.3-9)式は Madariaga (1979)によ

るアスペリティモデルの一般式、 (2.1.3-10)式は円形クラックモデルを念頭においた Brune 

(1970)による経験式であるが、のちに Boatwright (1988)が断層の動力学的破壊シミュレーシ

ョンよりアスペリティモデルにも適用できることを示した式である。 

( / )a l a lS S                         (2.1.3-9) 

2 1/24 ( / )l a aA S     
           

     (2.1.3-10) 

ターゲットの地震の平均応力降下量⊿σl が求まったので、(2.1.3-9)式と(2.1.3-10)式を用い

て、アスペリティの面積 Sa とアスペリティモデルの応力降下量⊿σa を求めることができる。 

SMGA の面積および応力降下量が、ターゲットの地震のアスペリティの面積および応力

降下量と等しいとすると、SMGA の断層面積 SSMGA、応力降下量⊿σSMGA が求まる。 

SMGA a                              (2.1.3-11) 

SMGA aS S                            (2.1.3-12) 

また、SMGA モデルの場合、断層面積 SSMGA、地震モーメント M0SMGA、応力降下量⊿σSMGA

は円形クラック式を満たすことから、下記の (2.1.3-13)式より SMGA の地震モーメント

M0SMGA も求めることができ、(2.1.3-14)式より SMGA の平均すべり量 DSMGA も決まる。 

1.5
0(7 /16) / ( / )SMGA SMGA SMGAM S                 (2.1.3-13) 

0 / ( )SMGA SMGA SMGAD M S                   (2.1.3-14) 

表 2.1.3-3 に、本方法で設定した SMGA モデルの断層パラメータを示し、表 2.1.3-4 に要

素地震(余震 2)の断層パラメータを示す。ターゲットの地震の地震モーメント M0 と短周期

レベル A の関係を図 2.1.3-17 に、ターゲットの地震のアスペリティ部分の SMGA モデルを

図 2.1.3-18 に示す。 
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図2.1.3-1 2015年チリIllapel地震の本震の震央位置（赤★印）とメカニズム解、余震の震央

位置（黄☆印）とメカニズム解、および観測点（▲印）の位置 
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表 2.1.3-1 各観測点から本震、余震との震源距離 

 

 

 

 

 

観測点 緯度[N°] 経度[E°」 Vs30[m/s] ρ[g/cm
3
]

本震との
震源距離1[km]
(破壊開始点)

本震との
震源距離2[km]

(強震動生成域)

余震1との

震源距離[km]
余震2との

震源距離[km]

C01O -29.9 -71.2 447 1.43 192 114 195 88
C09O -29.5 -71.2 754 1.62 235 156 238 128
C19O -30.1 -71.4 1106 1.79 167 90 170 62
C20O -30.0 -71.3 737 1.62 179 102 182 75
C26O -30.3 -71.5 364 1.35 144 70 146 43
C33O -29.9 -71.3 587 1.53 190 112 193 84
CO03 -30.8 -70.7 704 1.60 128 78 135 93
R12M -33.4 -70.6 267 1.25 227 294 231 328
R13M -33.2 -70.8 281 1.27 200 268 203 302
R18M -33.5 -70.7 370 1.36 234 302 237 336
R21M -33.4 -70.8 347 1.34 220 290 223 324
V02A -33.0 -71.5 596 1.53 161 240 162 271
V17A -33.6 -71.6 281 1.27 226 306 227 337
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図2.1.3-2 2015年チリIllapel地震の本震（2015年9月16日、Mw 8.3）の加速度時刻歴 
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図2.1.3-2 2015年チリIllapel地震の本震（2015年9月16日、Mw 8.3）の加速度時刻歴 

（つづき） 
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図2.1.3-3 2015年チリIllapel地震の余震1（2015年9月21日、MW 6.1）の加速度時刻歴
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図2.1.3-3 2015年チリIllapel地震の余震1（2015年9月21日、MW 6.1）の加速度時刻歴 

（つづき） 
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図2.1.3-4 2015年チリIllapel地震の余震2（2016年2月10日、MW 6.4）の加速度時刻歴 
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図2.1.3-4 2015年チリIllapel地震の余震2（2016年2月10日、MW 6.4）の加速度時刻歴 

（つづき） 
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図2.1.3-5 2015年チリIllapel地震の本震（2015年9月16日、MW 8.3）の加速度フーリエスペク

トル 
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図2.1.3-5 2015年チリIllapel地震の本震（2015年9月16日、MW 8.3）の加速度フーリエスペク

トル（つづき） 
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図 2.1.3-6 2015 年チリ Illapel 地震の余震 1（2015 年 9 月 21 日、MW 6.1）の加速度フーリエ

スペクトル 
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図2.1.3-6 2015年チリIllapel地震の余震1（2015年9月21日、MW 6.1）の加速度フーリエスペ

クトル（つづき） 
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図2.1.3-7 2015年チリIllapel地震の余震2（2016年2月10日、MW 6.4）の加速度フーリエスペ

クトル 
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図2.1.3-7 2015年チリIllapel地震の余震2（2016年2月10日、MW 6.4）の加速度フーリエスペ

クトル（つづき） 
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図2.1.3-8 2015年チリIllapel地震の本震（2015年9月16日、Mw 8.3）の 

変位フーリエスペクトル 
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図2.1.3-8 2015年チリIllapel地震の本震（2015年9月16日、Mw 8.3）の変位フーリエスペクト

ル（つづき） 
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図2.1.3-9 2015年チリIllapel地震の余震1（2015年9月21日、MW 6.1）の変位フーリエスペク

トル 
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図2.1.3-9 2015年チリIllapel地震の余震1（2015年9月21日、MW 6.1）の変位フーリエスペク

トル（つづき） 
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図2.1.3-10 2015年チリIllapel地震の余震2（2016年2月10日、MW 6.4）の変位フーリエスペク

トル 
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図2.1.3-10 2015年チリIllapel地震の余震2（2016年2月10日、MW 6.4）の変位フーリエスペク

トル（つづき） 
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図2.1.3-11 2015年チリIllapel地震の本震（MW 8.4）と余震1（MW 6.1）の 

変位フーリエスペクトルとフーリエスペクトルの比 

（左から順番に、本震のNS、EW成分、余震のNS、EW成分、本震と余震との比） 

（黒線：スムージング処理後のスペクトル） 
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図2.1.3-11 2015年チリIllapel地震の本震（MW 8.4）と余震1（MW 6.1）の 

変位フーリエスペクトルとフーリエスペクトルの比 

（左から順番に、本震のNS、EW成分、余震のNS、EW成分、本震と余震との比） 

（黒線：スムージング処理後のスペクトル） 

（つづき） 
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図2.1.3-11 2015年チリIllapel地震の本震（MW 8.4）と余震1（MW 6.1）の 

変位フーリエスペクトルとフーリエスペクトルの比 

（左から順番に、本震のNS、EW成分、余震のNS、EW成分、本震と余震との比） 

（黒線：スムージング処理後のスペクトル） 

（つづき） 
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図2.1.3-12 2015年チリIllapel地震の本震（MW 8.4）と余震2（MW 6.4）の 

変位フーリエスペクトルとフーリエスペクトルの比 

（左から順番に、本震のNS、EW成分、余震のNS、EW成分、本震と余震との比） 

（黒線：スムージング処理後のスペクトル） 
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図2.1.3-12 2015年チリIllapel地震の本震（MW 8.4）と余震2（MW 6.4）の 

変位フーリエスペクトルとフーリエスペクトルの比（つづき） 

（左から順番に、本震のNS、EW成分、余震のNS、EW成分、本震と余震との比） 

（黒線：スムージング処理後のスペクトル） 
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図2.1.3-12 2015年チリIllapel地震の本震（MW 8.4）と余震2（MW 6.4）の 

変位フーリエスペクトルとフーリエスペクトルの比（つづき） 

（左から順番に、本震のNS、EW成分、余震のNS、EW成分、本震と余震との比） 

（黒線：スムージング処理後のスペクトル） 
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図2.1.3-13 2015年チリIllapel地震の本震（MW 8.4）と余震1（MW 6.1）の変位フーリエスペ

クトルとフーリエスペクトルの比（黒線：観測記録、青線：観測記録の平均値、赤点線：

フィッティングのパラスタ、赤太線：最適フィッティング結果） 

 

 

 

図2.1.3-14 2015年チリIllapel地震の本震（MW 8.4）と余震2（MW 6.4）の 

変位フーリエスペクトルとフーリエスペクトルの比（黒線：観測記録、青線：観測記録の

平均値、赤点線：フィッティングのパラスタ、赤太線：最適フィッティング結果） 
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表 2.1.3-2 経験的グリーン関数法用のパラメータ 

 

経験的 

グリーン関数法用の 

パラメータ 

長周期側

の比率 

CN 3 

短周期側

の比率 

CN 

重ね 

合わせ数 

N 

応力降下

量の比 

C 

余震のコー

ナー振動数 

fc (Hz) 

本震(MW 8.3)/ 

余震1(MW 6.1) 

1995 16 11.2 

≒11 

1.4 0.34 

本震(MW 8.3)/ 

余震2(MW 6.4) 

708 13 7.4 

≒7 

1.8 0.22 
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図2.1.3-15 2015年チリIllapel地震の余震1（2015年9月21日、MW 6.1）の変位フーリエスペク

トルと理論スペクトルとの比較 
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図2.1.3-15 2015年チリIllapel地震の余震1（2015年9月21日、MW 6.1）の変位フーリエスペク

トルと理論スペクトルとの比較（つづき） 
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図2.1.3-16 2015年チリIllapel地震の余震2（2016年2月10日、MW 6.4）の 

変位フーリエスペクトルと理論スペクトルとの比較 
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図2.1.3-16 2015年チリIllapel地震の余震2（2016年2月10日、MW 6.4）の 

変位フーリエスペクトルと理論スペクトルとの比較（つづき） 
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表 2.1.3-3  2015 年チリ Illapel 地震(ターゲットの地震)の SMGA モデルの断層パラメータ 

 

 

 

 

 

 

表 2.1.3-4 2015 年チリ Illapel 地震の余震 2(要素地震)の断層パラメータ 

 

 

設定方法

地震モーメントM 0SMGA  (N・m) 5.66E+20 M 0SMGA =(16/7)⊿σSMGA (S SMGA /)
1.5

平均応力降下量⊿σSMGA (MPa) 49.8 ⊿σSMGA =A /(4πβ
2
sqrt(S SMGA / ))

断層面積S SMGA (km
2
) 915 S SMGA =S a

断層長さL SMGA  (km) 30 LSMGA =WSMGA =sqrt(S SMGA )

断層幅WSMGA  (km) 30 LSMGA =WSMGA =sqrt(S SMGA )

平均すべり量D SMGA (m) 13.6 D SMGA=M 0SMGA /( S SMGA )、ここにμは4.55×10
10

N/m
2
とした。

短周期レベルA SMGA  (N・m/s2) 1.38E+20 A SMGA =A s CN、CN＝12.6

その他のパラメータ

モーメントマグニチュードM Wl 8.3 本研究

地震モーメントM 0l  (N・m) 3.55E+21 M 0l [N・m]＝10 (̂1.5M Wl +9.1)

短周期レベルA l  (N・m/s
2
) 1.38E+20 A l =A s CN、CN =12.6

断層面積S l  (km
2
) 36000 S l =Ll×Wl

断層長さL l  (km) 240 郭・他(2018, JEES)を参照

断層幅Wl  (km) 150 郭・他(2018, JEES)を参照

平均応力降下量⊿σl (MPa) 1.3 ⊿σl =(7/16)[(M 0l /(S l /)
1.5

]

アスペリティの面積S asp  (km
2
) 915 S a =S⊿σ/⊿σa

アスペリティの応力降下量⊿σa (MPa) 49.8 ⊿σa =A 2S 0.5/(7π 2.5β4M 0)

SMGAモデルの断層パラメータ

要素地震の断層パラメータ 設定方法

モーメントマグニチュードM Ws 6.4 M Ws＝(log10(M 0s[N・m])-9.1)/1.5

地震モーメントM 0s  (N・m) 5.75E+18 M 0s＝M 0l /(C N
3
)

応力降下量⊿σs (MPa) 11.0 ⊿σs =(7/16)[(M 0s /(S s /)
1.5

]

断層面積S s  (km
2
) 117 S s = (7/16)( f c )

2
、ここには年度安全研究報告書より4.1km/s とした。

断層長さL s  (km) 11 L s =Ws =sqrt(S s )

断層幅Ws  (km) 11 L s =Ws =sqrt(S s )

平均すべり量D s (m) 1.1 D s=M 0s /( S s )、ここにμはH29年度NRA安全研究報告書より5.33×10
10

N/m
2
とした。

コーナー振動数f cs  (Hz) 0.22 本研究

短周期レベルA s  (N・m/s
2
) 1.10E+19 A s =4 S s / s
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図2.1.3-17 2015年チリIllapel地震の地震モーメントと短周期レベルとの関係 

 

 

図 2.1.3-18 2015 年チリ Illapel 地震 (ターゲットの地震)の SMGA モデル 
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2.1.4 2015 年チリ Illapel 地震の地震動再現解析 

 

Dan et al. (1989) による経験的グリーン関数法を用いて、2015 年チリ Illapel 地震の地震動

再現解析を行った。図 2.1.4-1 に 2015 年チリ Illapel 地震(ターゲットの地震)の SMGA モデ

ルによる断層面と要素地震の震央の位置を示す。図中、星印(☆印)は SMGA モデルの破壊開

始点で、三角印は計算地点である。また、図 2.1.4-2 には 2015 年チリ Illapel 地震の SMGA

モデルによる震源モデルを示す。 

2015年チリ Illapel地震の各観測点におけるSMGAモデルによる合成結果を図2.1.4-3～図

2.1.4-15に示す。上sから順番に、各観測点における加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴

および減衰定数5%の擬似速度応答スペクトルを示す。 

各計算点で得られた地震動解析結果（黒線）は、2015年チリIllapel地震の観測記録（赤線）

による短周期側の地震動を概ねよく再現できていることがわかった。なお、一部の観測点に

おいて10秒付近で過小評価になっていることや、継続時間が短い部分については、今後、改

善を行う必要があると考える。 
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図2.1.4-1 2015年チリIllapel地震の本震の震央位置（赤★印）とメカニズム解、余震2の震央

位置（黄☆印）とメカニズム解、SMGAモデル(■印)と破壊開始点（黒☆印）、 

および観測点（▲印）の位置 
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図 2.1.4-2 2015 年チリ Illapel 地震 (ターゲットの地震)の SMGA モデル 

（図 2.1.3-18 の再掲） 
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図2.1.4-3 2015年チリIllapel地震のC01O観測点におけるSMGAモデルによる合成結果 

（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.4-4 2015年チリIllapel地震のC09O観測点におけるSMGAモデルによる合成結果 

（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.4-5 2015年チリIllapel地震のC19O観測点におけるSMGAモデルによる合成結果 

（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.4-6 2015年チリIllapel地震のC20O観測点におけるSMGAモデルによる合成結果 

（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.4-7 2015年チリIllapel地震のC26O観測点におけるSMGAモデルによる合成結果 

（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.4-8 2015年チリIllapel地震のC33O観測点におけるSMGAモデルによる合成結果 

（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.4-9 2015年チリIllapel地震のCO03観測点におけるSMGAモデルによる合成結果 

（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.4-10 2015年チリIllapel地震のR12M観測点におけるSMGAモデルによる合成結果 

（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.4-11 2015年チリIllapel地震のR13M観測点におけるSMGAモデルによる合成結果 

（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.4-12 2015年チリIllapel地震のR18M観測点におけるSMGAモデルによる合成結果 

（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.4-13 2015年チリIllapel地震のR21M観測点におけるSMGAモデルによる合成結果 

（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.4-14 2015年チリIllapel地震のV02A観測点におけるSMGAモデルによる合成結果 

（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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図2.1.4-15 2015年チリIllapel地震のV17A観測点におけるSMGAモデルによる合成結果 

（上段から、加速度時刻歴、速度時刻歴、変位時刻歴、擬似速度応答スペクトル） 
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2.1.5 2014 年チリ Iquique 地震のアスペリティモデルの設定 

 

既往の研究（原子力規制庁，2018）で対象とした 2014 年チリ Iquique 地震を対象に、アス

ペリティモデルの設定を行った。なお、既往の研究（原子力規制庁，2018）では、ターゲッ

トの地震の震源モデルをクラックモデル（アスペリティのみ）として解釈して断層パラメー

タを設定し、経験的グリーン関数法による検討を行ったが、本研究では、地震調査研究推進

本部によるプレート間地震の「レシピ」と比較するために、背景領域も含む、アスペリティ

モデルとして考えた場合について検討した。その際、平均応力降下量を、地震調査研究推進

本部によるプレート間地震の「レシピ」とおりの円形クラックの式で評価した場合と、断層

破壊が地表まで達するプレート間地震の平均動的応力降下量の式（ドルジャパラム・他，

2015）で評価した場合の、2 つの断層モデルを作成した。 

 

（1）対象地震 

地震動再現解析の対象は、既往の研究（原子力規制庁，2018）と同様で、2014 年チリ Iquique

地震（MW 8.1、以降、ターゲットの地震と呼ぶ）とし、経験的グリーン関数法用の要素地震

として 2014 年 3 月 16 日に発生した前震（MW 6.7）を用いた。ターゲットの地震の長周期イ

ンバージョン結果によるすべり変位分布、 大すべり速度分布と各小断層のすべり時間関

数、要素地震の震央位置および地震動評価点（3 地点）を図 2.1.5-1～図 2.1.5-3 に示す。 

 

（2）アスペリティモデルおよび断層パラメータ 

断層パラメータの設定では、既往の研究（原子力規制庁，2018、郭・他，2018）を参照に、

ターゲットの地震のモーメントマグニチュード MW=8.1、ターゲットの地震の断層面積

Sl=170km×160km＝27,200 km2 (図 2.1.5-2)、2014 年チリ Iquique 地震の経験的グリーン関数

法用のパラメータの再見積り結果（図 2.1.5-4、表 2.1.5-1）を参照に、要素地震のコーナー

振動数 fcs＝0.10Hz、経験的グリーン関数法による波形合成時に用いる重ね合わせ数 N =4、

およびターゲットの地震と要素地震の応力降下量の比 C =1.95 の 5 つのパラメータを与条件

として、ターゲットの地震のアスペリティモデルの断層パラメータを設定した。 

 

a) 地震調査研究推進本部によるプレート間地震の「レシピ」に基づいた場合 

地震調査研究推進本部(2005)でまとめられているプレート間地震の強震動予測レシピに
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よる、プレート間地震のアスペリティモデルの設定の流れは図 2.1.5-5 のようになっている。

プレート間地震のアスペリティモデルを記述する主なパラメータは、震源断層面積 S、地震

モーメント M0、短周期レベル A、平均応力降下量⊿σ、アスペリティの応力降下量⊿σa、ア

スペリティの面積 Sa の 6 つである。 

地震調査研究推進本部(2005)のプレート間地震の強震動予測レシピでは、震源域を明確に

設定できる場合は、その範囲より震源断層の面積を計算し、地震規模-断層面積の経験的関

係式から地震規模を推定する、もしくは、過去の地震から想定されている値を基に、地震規

模を設定し、地震規模-断層面積の経験的関係から震源断層の面積を設定するとしている。

上記の地震規模（地震モーメント M0）と断層面積 S の経験式については、過去の地震のデ

ータがある程度得られている場合には、地域性を考慮した式を用いるとしている。例えば、

Kanamori and Anderson (1975) と同様に円形破壊面を仮定した次の関係式(Eshelby, 1957)を基

に震源域の地震の平均応力降下量⊿σ (MPa) を推定することで、地域的な地震モーメント 

M0 (N･m) と断層面積 S (km2) の関係式を設定するとしている。 

3/2 3/2
0 16 / (7 )M S                              (2.1.5-1) 

一方、過去の地震のデータがあまり得られていない場合には、平均的な特性を示す地震規

模と断層面積（例えば、宇津, 2001；石井・佐藤, 2000）、または地震モーメント M0 と断層面

積 S（例えば、佐藤, 1989；Yamanaka and Shimazaki, 1990）などの経験式を用いるとしてい

る。 

対象地震の短周期レベル A に関しては、想定震源域における 新活動の地震の短周期レ

ベル A が推定されていない場合には、壇・他(2001)による地震モーメント M0 と短周期レベ

ル A の経験的関係により設定するとしている。想定震源域における 新活動の地震の短周

期レベル A が推定されている場合には、その推定値と地震モーメント M0 との経験的関係の

傾向を参照して、想定する地震の地震モーメントに応じた短周期レベルを設定するとして

いる。 

一方、アスペリティの応力降下量⊿σa、アスペリティの面積 Sa、および短周期レベル A は

下記の関係式を満たす。ここに、(2.1.5-2)式は Madariaga (1979)によるアスペリティモデルの

一般式、(2.1.5-3)式は円形クラックモデルを念頭においた Brune (1970)による経験式である

が、のちに Boatwright (1988)が断層の動力学的破壊シミュレーションよりアスペリティモデ

ルにも適用できることを示した式である。 

( / )a aS S                         (2.1.5-2) 



 2.1.5-3

2 1/24 ( / )a aA S     
           

     (2.1.5-3) 

ここでは、ターゲットの地震の地震モーメント M 0l は与えられた値を用い、ターゲット

の地震の短周期レベル Al については、既往の研究（原子力規制庁，2018）によるパラメー

タから推定した値を直接用いることにした。また、ターゲットの地震の断層面積 Sl も与条

件として既往の研究（原子力規制庁，2018）で設定した値を用いたので、式(2.1.5-1)～式(2.1.5-

3)に示した 3 つの関係式で、ターゲットの地震のアスペリティモデルにおける残りの 3 つの

断層パラメータ、平均応力降下量⊿σl、アスペリティの応力降下量⊿σa、アスペリティの面

積 Sa を求めることができる。 

ターゲットの地震の短周期レベル Al を推定するために、まず要素地震の短周期レベル As

を求めた。ターゲットの地震の地震モーメント M 0l が分かるので、既往の研究（原子力規制

庁，2018）で求めた C=1.95 と N=4 の値を(2.1.5-4)式に代入すると、要素地震の地震モーメ

ント M0s が決まる。次に、Brune(1970)の ω-2 モデルを仮定した場合の、(2.1.5-5) 式によるコ

ーナー振動数の値と、円形クラックの平均応力降下量を求める(2.1.5-6)式を用いて、要素地

震の断層面積 Ss、および要素地震の応力降下量⊿σs を算定した。さらに、要素地震の断層面

積 Ss、および要素地震の応力降下量⊿σs を用いて、(2.1.5-7)式より要素地震の短周期レベル

As が求まる。 

3
0 0/ 125l sM M CN                (2.1.5-4) 

(7 /16) / 0.10Hzcs sf S              (2.1.5-5) 

1.5
0(7 /16) / ( / )s s sM S                 (2.1.5-6) 

2 1/24 ( / )s s sA S                 (2.1.5-7) 

要素地震の短周期レベル As が求まったので(2.1.5-8)式よりターゲットの地震の短周期レ

ベル Al が求まる。 

/ 7.8l sA A CN                        (2.1.5-8) 

ターゲットの地震の地震モーメント M0l、短周期レベル Al、ターゲットの地震の震源断層

面積 Sl が分かったので、 (2.1.5-1)式～(2.1.5-3)式より、ターゲットの地震における、平均応

力降下量⊿σ、アスペリティの応力降下量⊿σa、アスペリティの面積 Sa が求まる。 

ほかに、ターゲットの地震の平均すべり量Dlは下記の(2.1.5-9)式より算定した。ここに、

剛性率μは、既往の研究（原子力規制庁，2018）より、5.33×1010 N/m2とした。 

0l l lM D S                              (2.1.5-9) 

また、アスペリティの平均すべり量Daは、既往の研究（原子力規制庁，2018、郭・他，2018）
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による長周期インバージョン結果（図2.1.5-2の領域A2）によるすべり分布を参考に与えた。 

後に、背景領域の平均すべり量Dback、および実効応力σbackは下記の(2.1.5-10) ～(2.1.5-

11)式より算定した。ここに、Wback＝Wlとし、Wa=sqrt(Sa)とした。 

( ) / ( )back l l a a l aD D S D S S S           (2.1.5-10) 

( / ) / ( / )back back back a a aD W D W           (2.1.5-11) 

表 2.1.5-2 の a)に、本方法で設定したターゲットの地震のアスペリティモデルの断層パラ

メータを示し、表 2.1.5-3 に要素地震の断層パラメータを示す。 

ターゲットの地震の地震モーメント M0 と断層面積 S の関係を図 2.1.5-6 に、ターゲット

の地震の地震モーメント M0 と短周期レベル A の関係を図 2.1.5-7 に示す。ターゲットの地

震のアスペリティモデルの断層モデルを図 2.1.5-8 の a) に示す。 

 

b) 断層破壊が地表まで達するプレート間地震の平均動的応力降下量の式（ドルジャパラ

ム・他，2015）に基づいた場合 

ドルジャパラム・他(2015)は、数多くの長大低角逆断層の動力学的断層破壊シミュレーシ

ョンを行い、下の平均動的応力降下量⊿σ#の近似式を得ている。 

        
# 2

0 0

2

[ / ( )] [ / ( )]

0.45 1.1exp[ / ] 0.45 1.1exp[ / ]

c M LW c M SW

c L W S W

  


     
                (2.1.5-12) 

アスペリティの動的応力降下量#asp は、(2.1.5-12)式に示した平均動的応力降下量の近似

式と、(2.1.5-13)式および(2.1.5-14)式に基づいて、(2.1.5-15)式のように表せる。ここに、(2.1.5-

13)式と(2.1.5-14)式は、(2.1.5-2)式および(2.1.5-3)式のとa を#と#a に読み替えた。 

2 1/2 #4 ( / )l a aA S                       (2.1.5-13) 

  # #
a aS S                          (2.1.5-14) 

# 2 4 2
0/{16 (0.45 1.1exp[ / ]) }a A W S W M                (2.1.5-15) 

ここでは、ターゲットの地震の地震モーメント M 0l は与えられた値を用い、ターゲット

の地震の短周期レベル Al については、既往の研究（原子力規制庁，2018）によるパラメー

タから推定した値を直接用いることにした。また、ターゲットの地震の断層面積 Sl も与条

件として既往の研究（原子力規制庁，2018）で設定した値を用いたので、式(2.1.5-12)～式

(2.1.5-14)に示した 3 つの関係式で、ターゲットの地震のアスペリティモデルにおける残り

の 3 つの断層パラメータ、平均応力降下量⊿σl、アスペリティの応力降下量⊿σa、アスペリ

ティの面積 Sa を求めることができる。 
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アスペリティの平均すべり量Daは、既往の研究（原子力規制庁，2018、郭・他，2018）に

よる長周期インバージョン結果（図2.1.5-2の領域A2）によるすべり分布を参考に与えた。 

さらに、ここでは、具・他(2016)を参照に、大すべり域を考慮した。大すべり域のすべり

量D大と、大すべり域の面積S大は既往の研究（原子力規制庁，2018）による長周期インバー

ジョン結果による、浅い側のすべり分布を参考に与えた。 

後に、背景領域の平均すべり量Dback、背景領域の実効応力σback、および大すべり域の実

効応力σ大は下記の(2.1.5-16) ～(2.1.5-18)式より算定した。ここに、Wback＝Wlとし、Wa=sqrt(Sa)

とした。 

( ) / ( )back l l a a l aD D S D S D S S S S    大 大 大         (2.1.5-16) 

( / ) / ( / )back back back a a aD W D W           (2.1.5-17) 

     back 大                    (2.1.5-18) 

 

表 2.1.5-2 の b)に、本方法で設定したターゲットの地震のアスペリティモデルの断層パラ

メータを示し、ターゲットの地震のアスペリティモデルの断層モデルを図 2.1.5-8 の b) に

示す。  
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図 2.1.5-1 2014 年チリ Iquique 地震のすべり変位分布（郭・他, 2018） 

 

 

     

図 2.1.5-2 2014 年チリ Iquique 地震の 大すべり速度分布と 

各小断層のすべり時間関数（郭・他, 2018） 
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図 2.1.5-3 要素地震の震央位置（黄☆印）および地震動評価点（▲印） 

（2017 年度報告書の図 2.2.4-3 を再掲） 
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図 2.1.5-4 2014 年チリ Iquique 地震の経験的グリーン関数法用のパラメータの再見積り 

 

表 2.1.5-1 2014 年チリ Iquique 地震の経験的グリーン関数法用のパラメータの再見積り結果 

 

 

 

図 2.1.5-5 地震調査研究推進本部(2005)の強震動予測レシピによる 

プレート間地震の断層パラメータ算定手順 
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表 2.1.5-2 2014 年チリ Iquique 地震(ターゲットの地震)のアスペリティモデルの 

断層パラメータ 

a) 地震調査研究推進本部によるプレート間地震の「レシピ」に基づいた場合 

 

 

b) 断層破壊が地表まで達するプレート間地震の平均動的応力降下量の式に基づいた場合 

 

 

 

設定方法

モーメントマグニチュードM Wl 8.1 H29年度NRA安全研究報告書

地震モーメントM 0l  (N・m) 1.78E+21 M 0l [N・m]＝10 (̂1.5M Wl +9.1)

短周期レベルA l  (N・m/s
2
) 4.39E+19 A l =A s CN

断層面積S l  (km
2
) 27200 S l =L l×Wl

断層長さL l  (km) 170 郭・他(2018, JEES)を参照

断層幅Wl  (km) 160 郭・他(2018, JEES)を参照

平均すべり量D l (m) 1.2 D l =M 0l /( S l )、ここにμはOth et al . (2007)より7×10
10

N/m
2 
とした。

平均応力降下量⊿σl (MPa) 1.0 ⊿σl =(7/16)[(M 0l /(S l /)
1.5

]

アスペリティの面積S asp  (km
2
) 5091 S a =S⊿σ/⊿σa

アスペリティの長さL a  (km) 71 L a =Wa =sqrt(S a )

アスペリティの幅Wa  (km) 71 L a =Wa =sqrt(S a )

アスペリティの応力降下量⊿σa (MPa) 5.2 ⊿σa =A
2
S

0.5
/(7π

2.5
β

4
M 0)

アスペリティのすべり量D a (m) 3.8 郭・他(2018, JEES)を参照

アスペリティの地震モーメントM 0a (N・m) 1.03E+21 M 0a =D a S a、ここにμはH29年度NRA安全研究報告書より5.33×1010N/m2
とした。

背景領域の地震モーメントM 0back

(N・m)
7.47E+20 M 0back =M 0l -M 0a

背景領域の面積S back 22109 S back =S l -S a

背景領域のすべり量D back (m) 0.6 D back=(S l D l -S a D a )/S back

背景領域の実効応力σback (MPa) 0.4  backD back /Wback (D a /Wa ) a

ターゲットの地震の断層パラメータ

設定方法

モーメントマグニチュードM Wl 8.1 H29年度NRA安全研究報告書

地震モーメントM 0l  (N・m) 1.78E+21 M 0l [N・m]＝10 (̂1.5M Wl +9.1)

短周期レベルA l  (N・m/s
2
) 4.39E+19 A l =A s CN、ここにCNはH29年度NRA安全研究報告書より8とした。

断層面積S l  (km
2
) 27200 M 0l =W×⊿σ[MPa]×10

15
S [km

2
]/(0.45+1.1exp[-S [km

2
]/W

2
)

断層長さL l  (km) 170 郭・他(2018, JEES)

断層幅Wl  (km) 160 郭・他(2018, JEES)

平均すべり量D l (m) 1.2 D l =M 0l /( S l )、ここにμはOth et al . (2007)より7×10
10

N/m
2 
とした。

平均応力降下量⊿σl (MPa) 0.3 ⊿σl =c [M 0/(SW )]、ここにc =0.45+1.1exp[-S /W 2]

アスペリティの面積S asp  (km
2
) 628 S a =S⊿σ/⊿σa

アスペリティの長さL a  (km) 25 L a =Wa =sqrt(S a )

アスペリティの幅Wa  (km) 25 L a =Wa =sqrt(S a )

アスペリティの応力降下量⊿σa (MPa) 14.7 ⊿σa =A
2
W /(16πβ

4
(0.45+1.1exp[-S /W

2
])M 0)

アスペリティのすべり量D a (m) 3.8 郭・他(2018, JEES) (30km×30km)

アスペリティの地震モーメントM 0a (N・m) 1.27E+20 M 0a =D a S a、ここにμはH29年度NRA安全研究報告書より5.33×10
10

N/m
2
とした。

大すべり域のすべり量D 大 (m) 2.5 郭・他(2018, JEES)

大すべり域の面積S 大 (km
2
) 1800 郭・他(2018, JEES)

大すべり域の地震モーメントM 0大

(N・m)
2.40E+20 M 0大=D大S 大、ここにμはH29年度NRA安全研究報告書より5.33×10

10
N/m

2
とした。

大すべり域の実効応力σ大(MPa) 0.6 大 back

背景領域の地震モーメントM 0back

(N・m)
1.41E+21 M 0back =M 0l -M 0a -M 0⼤

背景領域の面積S back 24772 S back =S l -S a -S 大

背景領域のすべり量D back (m) 1.1 D back=(S l D l -S a D a -S 大D 大)/S back

背景領域の実効応力σback (MPa) 0.6  backD back /Wback (D a /Wa ) a

ターゲットの地震の断層パラメータ
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表 2.1.5-3 2014 年の Iquique 地震の前震(要素地震)の断層パラメータ 

 

 

図 2.1.5-6 2014 年チリ Iquique 地震の地震モーメントと断層面積との関係 

 

 

図 2.1.5-7 2014 年チリ Iquique 地震の地震モーメントと短周期レベルとの関係 

要素地震の断層パラメータ 設定方法

モーメントマグニチュードM Ws 6.7 M Ws＝(log10(M 0s[N・m])-9.1)/1.5

地震モーメントM 0s  (N・m) 1.42E+19 M 0s＝M 0l /(C N
3
)

応力降下量⊿σs (MPa) 1.7 ⊿σs =(7/16)[(M 0s /(S s /)
1.5

]

断層面積S s  (km
2
) 735 S s = (7/16)( f c )

2
、ここには年度安全研究報告書より4.1km/s とした。

断層長さL s  (km) 27 L s =Ws =sqrt(S s )

断層幅Ws  (km) 27 L s =Ws =sqrt(S s )

平均すべり量D s (m) 0.4 D s=M 0s /( S s )、ここにμはH29年度NRA安全研究報告書より5.33×10
10

N/m
2
とした。

コーナー振動数f cs  (Hz) 0.10 再検討による値20190204

短周期レベルA s  (N・m/s
2
) 5.63E+18 A s =4 S s / s

7.0 7.5 8.0 8.5 9.0 9.5 M
W
 

断
層
面
積
 

S 
[k

m
2 ]
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a) 地震調査研究推進本部によるプレート間地震の「レシピ」に基づいた場合 

 

b) 断層破壊が地表まで達するプレート間地震の平均動的応力降下量の式に基づいた場合 

図 2.1.5-8 2014 年チリ Iquique 地震(ターゲットの地震)のアスペリティモデル 



 

2.1.6-1 
 

2.1.6 2014年チリIquique地震の地震動再現解析 

 

 2.1.5項で得られた2014年チリ Iquique地震の2つのアスペリティモデルをもとに、Dan et 

al.(1989)による経験的グリーン関数法により、T13A、TA01、PGSCXの3つの観測点において

地震動を計算した。アスペリティモデルの詳細なパラメータ及び配置、要素断層の分割など

は表2.1.5-1及び図2.1.5-7にそれぞれ示し、要素地震の詳細なパラメータを表2.1.5-2に示す。

計算に用いる要素地震の波形と応答スペクトル、フーリエスペクトルについては図2.1.6-1～

図2.1.6-3に示す。 

T13A観測点における経験的グリーン関数法による計算結果の速度応答スペクトルと観測

記録の速度応答スペクトルを図2.1.6-4に比較する。これらの図には、スペクトルの図に地震

調査研究推進本部によるプレート間地震の「レシピ」に基づいた場合のアスペリティモデル

の結果と断層破壊が地表まで達するプレート間地震の平均動的応力降下量の式（ドルジャ

パラム・他，2015）に基づいた場合のアスペリティモデルによる結果をそれぞれ示している。

また、地震調査研究推進本部によるプレート間地震の「レシピ」に基づいた場合のアスペリ

ティモデルの加速度波形と観測記録の加速度波形を図2.1.6-5に比較し、断層破壊が地表まで

達するプレート間地震の平均動的応力降下量の式（ドルジャパラム・他，2015）に基づいた

場合のアスペリティモデルの加速度波形と観測記録の加速度波形を図2.1.6-6に比較する。 

同様に、TA01観測点地点における経験的グリーン関数法による計算結果と観測記録の比

較を図2.1.6-7～図2.1.6-9に、PSGCX地点における経験的グリーン関数法による計算結果と観

測記録の比較を図2.1.6-10～図2.1.6-12に示す。 

これらの図から、合成波形と応答スペクトルにおいて、地震調査研究推進本部によるプレ

ート間地震の「レシピ」に基づいた場合のアスペリティモデルの結果（図中ではAsperity 

Recipeと表記）は、断層破壊伝播方向にある観測点TA01、T13Aでは観測記録と断層破壊が

地表まで達するプレート間地震の平均動的応力降下量の式（ドルジャパラム・他，2015）に

基づいた場合のアスペリティモデルによる結果（図中では、Asperity Surfaceと表記）より大

きくなっており、断層破壊の横方向（やや後方）に位置するPGSCXでは、2つの方法による

アスペリティモデルの結果が同程度であることが分かる。 

2つの方法によるアスペリティモデルは、同じ地震モーメントと同じ短周期レベルに基

づいて設定しているが、2つの地震動評価結果が観測点TA01、T13Aにおいて、短周期側と

長周期側ともに大きい差が生じた原因については、今後調べる必要がある。一方、観測点



 

2.1.6-2 
 

PGSCXにおいては、2つの方法によるアスペリティモデルの地震動評価結果は同程度であ

るが、長周期側で計算結果を大きく上回っており、その原因についても今後調べる必要が

ある。 

 

  



 

2.1.6-3 
 

 

図2.1.6-1 2014年3月16日に発生した地震（Iquique地震の前震）の際にT13A観測点における

観測記録の加速度波形 

  



 

2.1.6-4 
 

 

図2.1.6-2 2014年3月16日に発生した地震（Iquique地震の前震）の際にTA01観測点における

観測記録の加速度波形 

  



 

2.1.6-5 
 

 

図2.1.6-3 2014年3月16日に発生した地震（Iquique地震の前震）の際にPGSCX 観測点におけ

る観測記録の加速度波形  
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図2.1.6-4 T13A地点における計算結果と観測記録の比較（EW、NS成分の速度応答スペクト

ル） 

 

図2.1.6-5 T13A地点における計算結果と観測記録の比較（加速度波形(EW, NS)、レシピ） 

 

 

図2.1.6-6 T13A地点における計算結果と観測記録の比較（加速度波形(EW, NS)、平均動的応

力降下量の式（ドルジャパラム・他，2015）） 
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図2.1.6-7 TA01地点における計算結果と観測記録の比較（EW、NS成分の速度応答スペクト

ル） 

 

図2.1.6-8 TA01地点における計算結果と観測記録の比較（加速度波形(EW, NS)、レシピ） 

 

 

図2.1.6-9 TA01地点における計算結果と観測記録の比較（加速度波形(EW, NS)、平均動的応

力降下量の式（ドルジャパラム・他，2015）） 
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図2.1.6-10 PSGCX地点における計算結果と観測記録の比較（EW、NS成分の速度応答スペ

クトル） 

 

図2.1.6-11 PSGCX地点における計算結果と観測記録の比較（加速度波形(EW, NS)、レシピ） 

 

 

図2.1.6-12 PSGCX地点における計算結果と観測記録の比較（加速度波形(EW, NS)、平均動

的応力降下量の式（ドルジャパラム・他，2015）） 
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2.2 プレート間地震のスケーリング則等の検討 

2.2.1 プレート間地震の地震動特性の調査 

 

(1) 佐藤 (2010) 

佐藤 (2010) は、太平洋プレートのプレート間地震とスラブ内地震およびフィリピン海プ

レートのプレート間地震とスラブ内地震の記録を用いて、GMPE を求めた。表 2.2.1-1 に太

平洋プレートの地震の諸元を、表 2.2.1-2 にフィリピン海プレートの地震の諸元を示す。ま

た、図 2.2.1-1 に各地震の震央位置を、図 2.2.1-2 にマグニチュードと断層最短距離およびマ

グニチュードと震源深さを示す。 

佐藤 (2010) が用いた GMPE は、モーメントマグニチュード MW と断層最短距離 X[km]、

震源深さ D[km]をパラメータとした次式である。 

0.5
10 10 10 10log log log log ( 10 )WM

W sub sla JY aM h D h D bX X d c e         

(2.2.1-1) 

ただし、D＜10kmでは、D=0kmとする。また、YはP波部、S波部、全継続時間のそれぞれ3成

分に対する最大加速度[cm/s2]、最大速度[cm/s]、減衰定数5%の加速度応答スペクトル[cm/s2]

である。a、hsub、hsla、b、d、cJは回帰係数であり、eは標準偏差 (回帰誤差) である。また、

cJはサイト係数であり、全観測点のサイト係数の平均値をc0と表し、VS400～600m/sの基盤、

VS600～800m/sの基盤、VS800～1000m/sの基盤、VS 3000m/s程度の地震基盤、道路橋示方書の

定義に基づくI種地盤、II種地盤、III種地盤の観測点のサイト係数の平均値をそれぞれ、C500、

C700、C900、C3000、CI、CII、CIIIと表す。 

表2.2.1-3に、太平洋プレートの海溝型地震の最大加速度と最大速度の回帰係数を、表2.2.1-

4に、フィリピン海プレートの海溝型地震の最大加速度と最大速度の回帰係数を、表2.2.1-5

に太平洋プレートの海溝型地震の加速度応答スペクトルの回帰係数を、表2.2.1-6に、フィリ

ピン海プレートの海溝型地震の加速度応答スペクトルの回帰係数を示す。また、図2.2.1-3に、

プレート間地震とスラブ内地震のGMPEの例と既往の研究によるGMPEとの比較を示す。 

これらの図表では、同じプレートのスラブ内地震とプレート間地震の回帰係数hは類似の

傾向をもつこと、同じ震源深さではスラブ内地震の方がプレート間地震より地震動レベル

が大きいことが示されている。また、プレート間地震に対するスラブ内地震の比は、データ

セットの震源深さの平均値を用いた場合には、最大加速度や加速度応答スペクトルの短周

期領域において、太平洋プレートでは2.8～2.9倍、フィリピン海プレートでは1.5～1.6倍とな
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っている。一方、MW 7～7.4の近距離では、スラブ内地震とプレート間地震とも、ごくl部の

周期を除き、太平洋プレートの方がフィリピン海プレートより、水平動、上下動とも大きく

なっている。 

 

表2.2.1-1 佐藤 (2010) がGMPEを求めるために用いた太平洋プレートの海溝型地震の諸元 

 

 

表2.2.1-2 佐藤  (2010) がGMPEを求めるために用いたフィリピン海プレートの海溝型地震

の諸元 
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図2.2.1-1 佐藤  (2010) がプレート間地震のGMPEとスラブ内地震のGMPEを求めるために

用いた地震の震央とメカニズム解および観測点 

    

図2.2.1-2 佐藤  (2010) がプレート間地震のGMPEとスラブ内地震のGMPEを求めるために

用いた地震のモーメントマグニチュードと断層最短距離との関係およびモーメン

トマグニチュードと震源深さとの関係 

 

表2.2.1-3 佐藤 (2010) が求めた太平洋プレートの海溝型地震の最大加速度と最大速度の回

帰係数 
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表2.2.1-4 佐藤 (2010) が求めたフィリピン海プレートの海溝型地震の最大加速度と最大速

度の回帰係数 

 

 

表2.2.1-5 佐藤 (2010) が求めた太平洋プレートの海溝型地震の加速度応答スペクトルの回

帰係数 
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表2.2.1-6 佐藤 (2010) が求めたフィリピン海プレートの海溝型地震の加速度応答スペクト

ルの回帰係数 

 

 

 
図 2.2.1-3 佐藤 (2010) によるプレート間地震とスラブ内地震の GMPE の例と既往の研究に

よる GMPE との比較  



 

2.2.1-6 
 

(2) Skarlatoudis et al. (2013) 

 Skarlatoudis et al. (2013) は、エーゲ海の沈み込み帯で起ったプレート間地震とスラブ内地

震のGMPEを、Q値を領域ごとに分けることで求めた。表2.2.1-7にGMPEを求めるために用い

たエーゲ海のプレート間地震とスラブ内地震を、図2.2.1-4にこれらの地震の震央を示す。ま

た、Q値の領域分けを図2.2.1-5に示す。 

 Skarlatoudis et al. (2013) が用いたGMPEは、 

1 2 31 32 ref

41 0

42 0

51 0 52 0

61 62

log ( 5.5) log ( )
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Y c c c R c R R

c H h h

c H h h f h R

c H h h c H h h f h R
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 (2.2.1-2) 

である。ここに、Yは最大加速度か最大速度もしくは周期0.01～4秒の5%減衰の擬似加速度

応答スペクトルである。また、Hはヘビサイドのステップ関数で、h0=100kmである。f(h, R) 

は、 

if 60km 80km

0 if 205km

(205 ) /150 if 205km 335km
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 (2.2.1-3) 

である。対数の底は10で、Mはモーメントマグニチュード、Rは震源、距離、hは震源深さ、

ARCは背弧側で0、島弧に沿ったところで1である。 

 Sはsoil (Cクラス) のとき1で、SSはsoft-soil (Dクラス) のとき1で、それ以外のときは0で

ある。 

 深さが45km～60kmの深いプレート間地震の場合は、 

1 2 3

41 ref 42 ref

51 52

log ( 5.5) log

(1 ARC)( ) ARC( )

Y c c c R

c R R c R R

c S c SS 

M   

    

  
 (2.2.1-4) 

を用いる。 
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表2.2.1-7 Skarlatoudis et al. (2013) がGMPEを求めるために用いたエーゲ海のプレート間地

震とスラブ内地震 

 

 

 

図2.2.1-4 Skarlatoudis et al. (2013) がGMPEを求めるために用いたエーゲ海のプレート間地

震とスラブ内地震の震央 
 



 

2.2.1-8 
 

 

図2.2.1-5 Skarlatoudis et al. (2013) が用いたQ値の領域区分 

 

表2.2.1-8 Skarlatoudis et al. (2013) が求めたプレート間地震のGMPEの回帰係数 
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(3) 司・他 (2016) 

2011年MW 9.1東北地方太平洋沖地震などの観測記録から、海溝型巨大地震の地震動距離減

衰特性においては、距離の定義によって、既存の地震動予測式と観測記録の適合が大きく異

なることが分かってきた。司・他 (2016) は、断層最短距離と等価震源距離を用いた結果の

違いに注目して、海溝型巨大地震の地震動距離減衰特性に含まれる伝播特性の影響に関し

て検討を行った。その結果、以下のことがわかった。 

1)  断層最短距離を用いる場合、MW 9クラスの東北地震による地震動最大値の平均的強さ

はMW 8クラスのそれと同程度であり、MWに対する飽和現象が見られることが分かった。

一方、等価震源距離を用いる場合、同様な現象は確認できなかった。 

2)  MW 9クラスの巨大地震の場合、等価震源距離の断層最短距離に対する比率は近距離に

おいてMW 8クラスのそれより数倍大きくなることが分かった。この違いには断層最短

距離において近距離やマグニチュードに対する飽和の影響が含まれているとみられる。 

3)  MW 9クラスの超巨大地震の場合、断層面上のすべり分布によって近距離における等価

震源距離の推定値が大きく変動することもある。 

 

 

(4) 大野 (2016) 

 大野 (2016) は、東北地方太平洋沖地震の強震動の距離減衰特性と地震動評価式の適用性

について述べた。主な知見は下記の通りである。 

1)  Mw1次式を用いた場合は巨大地震を過大評価する傾向があり、断層最短距離、等価震源

距離どちらを採用した場合でも2モデルに対応した震源項のモデル化が必要である。 

2)  最短距離を用いた式では振幅の頭打ちの見直しが必要な場合がある。 

3)  巨大地震では断層の広がりの影響が従来よりも遠方まで及ぶことから、距離の定義によ

り、距離減衰特性の相違に加え、震源項のスケーリングが見かけ上異なる場合があるこ

とに注意が必要である。  
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(5) Ibrahim et al. (2016) 

 Ibrahim et al. (2016) は、日本で発生した地殻内地震、プレート間地震、スラブ内地震を対

象として、最大速度と最大変位のGMPEを開発した。対象とした地震動の周期は5～30秒で

ある。GMPEは、下の2通りを考えている。 

10 10log log ( )A b X c kX     (2.2.1-5) 

10 10log log eq eqA b X kX    (2.2.1-6) 

ここに、Aは最大速度または最大変位、X(km)は断層最短距離、Xeq(km)は等価震源距離であ

る。また、bは各地震のマグニチュード項で、cは、 

0.50.0028 10 WMc    (2.2.1-7) 

である。kは、非弾性の減衰を表す項で、 

k=0.002 (2.2.1-8) 

である。 

 2011年東北地方太平洋沖地震の場合、c=39.55kmとした。この値はMW=8.3のときの値で、

MW＞8.3の場合、強震動は飽和し、これ以上大きくはならない(Si et al., 2011)からである。 

 また、マグニチュード項は、 

,W i ib aM hD d S e       (2.2.1-9) 

と書ける。ここに、D(km)は震源深さで、Siはダミー変数で、地殻内地震、プレート間地震、

スラブ内地震のとき1である。また、は標準偏差、a, h, di, eは回帰係数である。 

 図2.2.1-6に、GMPEの作成に用いた日本の地震の震央とメカニズム解およびKiK-net観測点

を示す。また、表2.2.1-9に、GMPEの作成に用いた地震を示す。 

表2.2.1-10に、GMPEの回帰係数を、図2.2.1-7に、Ibrahim et al. (2016) による地殻内地震お

よびプレート間地震とスラブ内地震のGMPEの例を示す。図より、最大速度、最大変位とも、

地殻内地震が最も大きく、プレート間地震とスラブ内地震はほぼ等しいことがわかる。 
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図2.2.1-6 Ibrahim et al. (2016) がGMPEの作成に用いた日本の地震の震央とメカニズム解お

よびKiK-net観測点 

 

表2.2.1-9 Ibrahim et al. (2016) がGMPEの作成に用いた日本の地震 

 

 



 

2.2.1-12 
 

表2.2.1-10 Ibrahim et al. (2016) が日本の地震の記録を用いて求めたGMPEの回帰係数 

 

 

 
図2.2.1-7 Ibrahim et al. (2016) による日本で発生した地殻内地震およびプレート間地震とス

ラブ内地震のGMPEの例 
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(6) Garcia-Soto and Jaimes (2017) 

 Garcia-Soto and Jaimes (2017) は、メキシコのプレート間地震の岩盤サイトにおける上下

動のGMPEを提案している。手法としては、上下動のGMPEを直接評価する式と、水平動に

対する上下動の比率を評価する式の2つを求めている。 

 GMPEの形は、Ordaz et al. (1989) による下式を採用している。 

V 1 2 3 4 1ln ( ) ( ) ( ) ( ) ln ( ) ( )WY T T T M T R T R T             (2.2.1-10) 

H 1 2 3 4 2ln ( ) ( ) ( ) ( ) ln ( ) ( )WY T T T M T R T R T             (2.2.1-11) 

ここに、YVは上下動のスペクトルで、YHは水平動の二乗和平均の平方根である。また、Tは

建物の一次固有周期、MWはモーメントマグニチュード、RはMW＞6.5の大地震の場合は地表

断層からの最短距離、 6.5WM  の小地震の場合は震源距離、iとiは回帰係数、1と2は正

規誤差である。既往の研究 (例えばArroyo et al., 2010) により、深さ依存性は見られなかっ

たので、深さの項は入れていない。また、幾何減衰の係数は-0.5とした。 

 一方、上下動の水平動に対する比率は、 

1 1 2 2 3 3 4 4ln(V/ H) ( ) ( ) ( ) ln ( )WM R R                      

 (2.2.1-12) 

で表している。ここで、幾何減衰を上下動と水平動とで同じだとすると、3=3なので、 

1 2 3ln(V/ H) WM R         (2.2.1-13) 

となる。 

 表2.2.1-11に、Garcia-Soto and Jaimes (2017) がGMPEの作成に用いたメキシコのプレート

間地震を示す。図2.2.1-8にはこれらの地震の震央と観測点の位置を示す。また、図2.2.1-9に

は、マグニチュードと距離の関係を示す。 

 表2.2.1-12に、Garcis-Soto and Jaimes (2017) が求めたメキシコのプレート間地震のGMPE

の回帰係数を示す。 

 また、図2.2.1-10には、Garcia-Soto and Jaimes (2017) による水平動に対する上下動の比率

(黒実線) と既往の研究成果(黒実線以外)との比較を示す。(a)は、本研究のV/Hを、メキシコ

のプレート間地震を対象としたPerea and Esteva (2005) のV/Hと比較したものである。両者

には大きな差が見られることがわかる。(b)は、本研究のV/Hを、メキシコのスラブ内地震を

対象としたGarcia et al. (2005) のV/Hと比較したものである。両者はほぼ一致していること

がわかる。 (c)は、本研究のV/Hを世界中で行われたBommer et al. (2011) とBozorgnia and 

Campbell (2016) のV/Hと比較したものである。両者は近い値を示していることがわかる。 
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表2.2.1-11 Garcia-Soto and Jaimes (2017) がGMPEの作成に用いたメキシコのプレート間地震 

 

 

 
図2.2.1-8 Garcia-Soto and Jaimes (2017) がGMPEの作成に用いたメキシコのプレート間地震

の震央と観測点 
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図2.2.1-9 Garcia-Soto and Jaimes (2017) がGMPEの作成に用いたメキシコのプレート間地震

のマグニチュードと震源距離 

 

表2.2.1-12 Garcia-Soto and Jaimes (2017) が求めたメキシコのプレート間地震のGMPEの回

帰係数 

 



 

2.2.1-16 
 

 

図2.2.1-10 Garcia-Soto and Jaimes (2017) による水平動に対する上下動の比率  (黒実線) と
既往の研究成果 (黒実線以外) との比較 
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(7) Montalva et al. (2017) 

 Montalva et al. (2017) は、チリの沈み込み帯で発生した地震の水平成分の応答スペクトル

のGMPEを開発した。データベースは、2010年Maule地震 (MW 8.8) や2014年Iquique地震 (MW 

8.1)、2015年Illapel地震 (MW 8.3) を含む473地震による3774記録である。 

 応答スペクトルの中央値は下式で表されている。 

1 source path event/depth site FABA(Z ) lnSA( )T f f f f f          (2.2.1-14) 

source 4 1 mag ( )Wf C f M    (2.2.1-15) 

4 1 1 1 1
mag

5 1 1 1 1

( ( )), if
( )

( ( )), if
W W

W
W W

M C C M C C
f M

M C C M C C

  
  

   
     ＞

 (2.2.1-16) 

path 2 14 event 3 4 9 6[ ( 7.8)] ln( exp( ( 6)))W Wf F M R C M R             (2.2.1-17) 

event/depth 10 11 event[ (min( ,120) 60)]hf Z F     (2.2.1-18) 

site 1000 30

*

12 1000
lin

*

1000 30 lin
lin

* *

12 30 lin
lin lin

(PGA , )

ln ln(PGA )

ln PGA , if

ln ln , if

S

S

n

S
S

S S
S

f V

V
b c

V

V
b c V V

V

V V
b V V

V V





  
      


               

   
           

＜

＜

 (2.2.1-19) 

30*

30 1 1

1000, if 1000

, if
S

S
S W

V
V

V M C C


   

＞
 (2.2.1-20) 

4 8 FABA event

FABA

15 16 FABA event

max( ,85)
ln , if 1

40
( )

max( ,100)
ln , if 0

40

R
F F

f R
R

F F

 

 

          
          

 (2.2.1-21) 

 ここに、 (Z )  は中央値、Zは変数、は回帰係数、SAは減衰定数5%の加速度応答スペク

トルか最大加速度で単位は重力加速度、MWはモーメントマグニチュード、Zhは震源深さで

単位はkm、Rはプレート間地震の場合、断層最短距離で、スラブ内地震の場合、震源距離、

PGA1000はVS30が1000m/sのときの最大加速度の中央値、Feventはスラブ内地震のとき1で、プ

レート間地震のとき0である。fFABAの項は、背孤で1、前弧もしくは不明の場合に0である。

C1, 9, C4, Vlin, b, c, and nは、背孤の影響を表したBC Hydroモデルから直接採用される係数
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である。 

 図2.2.1-11に、GMPEを求めるのに用いたチリのプレート間地震とスラブ内地震のモーメ

ントマグニチュードと距離との関係およびモーメントマグニチュードと震源深さとの関係

を示す。 

表2.2.1-13に、チリのプレート間地震とスラブ内地震の記録を用いて求めた回帰係数を示

す。また、図2.2.1-12に、プレート間地震のGMPEの例を示す。 

 

 

図2.2.1-11 Montalva et al. (2017) がGMPEを求めるのに用いたチリのプレート間地震とスラ

ブ内地震のモーメントマグニチュードと距離との関係およびモーメントマグニ

チュードと震源深さとの関係 
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表2.2.1-13 Montalva et al. (2017) がチリのプレート間地震とスラブ内地震の記録を用いて求

めた回帰係数 

 

 

 

 
図2.2.1-12 Montalva et al. (2017) によるプレート間地震のGMPEの例 
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2.2.2 プレート間地震のスケーリング則の調査 

 

(1) Geller (1976) 

 Geller (1976) は、世界中で起こったプレート間地震と内陸地殻内地震の断層パラメータ

の相似則を求めた。表2.2.2-1に検討に用いた地震と断層パラメータを示す。 

 図2.2.2-1に、断層長さLと幅Wの関係を示す。図中、黒丸はプレート間地震、白丸は内陸地

殻内地震である。図より、断層長さLと幅Wには、ほぼ 

2L W  (2.2.2-1) 

の関係があることがわかる。図2.2.2-2には、横軸に記録から求めた立ち上がり時間を、縦

軸に 

* 1/2 3/216 / (7 )S    (2.2.2-2) 

によって計算で求めた立ち上がり時間を示す。ここに、*は下の2つの式から導いたもので

ある。 

* D


  (2.2.2-3) 

3/2 3/2
07 / (16 ) 7 / (16( / ) )D S M LW      (2.2.2-4) 

図より、上式で求めた立ち上がり時間は、記録から求めた立ち上がり時間と一致している

ことがわかる。 

 一方、破壊伝播速度vRとS波速度との関係を調べた結果、 

vR=0.72 (2.2.2-5) 

の関係があることがわかった。 
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表2.2.2-1 Geller (1976) が断層パラメータの相似則の検討に用いた世界で起こったプレート

間地震と内陸地殻内地震 
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図2.2.2-1 Geller (1976) によるプレート間地震  (黒丸) と内陸地殻内地震  (白丸) の断層長

さと幅との関係 
 

 
図2.2.2-2 Geller (1976) によるプレート間地震  (黒丸) と内陸地殻内地震  (白丸) の観測に

よる立ち上がり時間と計算による立ち上がり時間 
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(2) Scholz (1982) 

Scholz (1982) は、断層長さとすべり量との関係を調べ、物理的な解釈を行った。 

表 2.2.2-2 に、Scholz (1982) が断層パラメータの相似則の検討に用いた横ずれ断層の地震

と衝上断層の地震を示す。また、図 2.2.2-3 には、Scholz (1982) が求めた衝上断層による地

震の断層長さとすべり量 u との関係を示す。図 2.2.2-3 では、すべり量が断層長さに比例し

ている。このことの物理的解釈として、W モデルと L モデルが考えられている。 

W モデルでは、応力降下量とすべり量が断層幅 W で決定される W モデルの解釈では、応

力降下量は断層アスペリティ比 L/W に比例し、したがって、地震モーメントにも比例する。

すべり量が断層長さに比例するということは、断層長さは動的応力降下量で決定されるこ

とを意味している。しかし、このことは、断層長さが、既往の地震の破壊域やテクトニック

な障害物で制御されているという観測事実とは反する。また、小地震では応力降下量がほぼ

一定という観測事実とも相入れない。 

一方、L モデルは、断層面が基盤で拘束されておらず、応力降下量とすべり量が断層長さ

で決定される。L モデルによると、すべり量が断層長さに比例することは、応力降下量が一

定、すなわちプレート間の横ずれ断層で 7.5bar、衝上断層で 12bar、日本プレート内地震で

60bar であることを意味している。  
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表 2.2.2-2 Scholz (1982) が断層パラメータの相似則の検討に用いた横ずれ断層の地震と衝

上断層の地震 

 

 

 

図2.2.2-3 Scholz (1982) が求めた衝上断層による地震の断層長さとすべり量uとの関係 
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(3) Scholz et al. (1986) 

Scholz et al. (1986) は、プレート間地震の地震モーメントと断層長さとの相似則をプレー

ト内地震の地震モーメントと断層長さとの相似則と比較した。結果を図2.2.2-4に示す。プレ

ート間地震もプレート内地震も、 

M0∝L2 (2.2.2-6) 

または、 

u=L (2.2.2-7) 

の関係があることがわかる。は比例定数であるが、プレート間地震では、 

51 10    (2.2.2-8) 

プレート内地震では,  

56 10    (2.2.2-9) 

である。これはプレート内地震の方がプレート間地震より応力降下量が約6倍大きいことを

示している。 

 

 
図2.2.2-4 Scholz et al. (1986) が求めたプレート間地震の地震モーメントと断層長さとの関

係  
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(4) Kinoshita and Ohike (2002) 

 Kinoshita and Ohike (2002) は、関東地方で発生したM0が1013～1018Nmの94のプレート間地

震と74のスラブ内地震による634記録を分析し、コーナー振動数の相似則を調べた。図2.2.2-

5に、コーナー振動数の相似則を調べた関東地方のプレート間地震とスラブ内地震の震源を、

図2.2.2-6に、コーナー振動数の相似則を調べた関東地方のプレート間地震およびスラブ内地

震と北米プレートおよびフィリピン海プレートとの位置関係を、図2.2.2-7に、プレート間地

震のコーナー振動数と地震モーメントとの関係を示す。コーナー振動数と地震モーメント

との関係は、 

0log( ) (16.05 0.09) (2.18 0.16) log( )cM f     (2.2.2-10) 

と求まった。また、円形クラックに基づく自己相似則を仮定し、M0∝fc
-3とした場合は、 

0log( ) (16.40 0.53) 3log( )cM f    (2.2.2-11) 

と求まった。上式より、Bruneの応力降下量は2.31MPaとなる。 

 

 
図2.2.2-5 Kinoshita and Ohike (2002) がコーナー振動数の相似則を調べた関東地方のプレー

ト間地震とスラブ内地震の震源 
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図2.2.2-6 Kinoshita and Ohike (2002) がコーナー振動数の相似則を調べた関東地方のプレー

ト間地震およびスラブ内地震と北米プレートおよびフィリピン海プレートとの位

置関係 

 

 

 
図2.2.2-7 Kinoshita and Ohike (2002) が求めた関東地方のプレート間地震のコーナー振動数

と地震モーメントとの関係  
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(5) Murotani et al. (2008) 

Murotani et al. (2008) は、プレート間地震の断層パラメータの相似則を調べた。表2.2.2-3

には、Murotani et al. (2008) が断層パラメータの相似則の検討に用いた日本におけるプレー

ト間地震の諸元を示す。モーメントマグニチュードの範囲は6.7～8.4である。 

図1には、Murotani et al. (2008) が求めた日本におけるプレート間地震の断層パラメータ

の相似則を示す。地震モーメントM0(Nm)と断層面積S(km2)との間には、自己相似則を仮定す

ると、 

10 2/3
01.48 10S M   (2.2.2-12) 

という関係が求まった。円形クラックを仮定すると、平均応力量は、1.4MPaとなる。これは、

Kanamori and Anderson (1975)による3.0MPaやYamanaka and Shimazaki (1990)による4.9MPaよ

り小さい。同様に、地震モーメント M0(Nm)と平均すべり量D(m)の間には、自己相似則を仮

定すると、 

7 1/3
01.48 10D M   (2.2.2-13) 

という関係が、地震モーメントM0(Nm)とアスペリティ総面積Sa(km2)の間には、 

11 2/3
02.89 10aS M   (2.2.2-14) 

という関係が求まった。また、アスペリティにおける平均すべり量Da’(m)と断層全体におけ

る平均すべり量D(m)と断層全体における平均すべり量との関係は、 

2.2aD D   (2.2.2-15) 

となった。 
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表 2.2.2-3 Murotani et al. (2008) が断層パラメータの相似則の検討に用いた日本におけるプ

レート間地震 

 

 

 
図2.2.2-8 Murotani et al. (2008) が求めた日本におけるプレート間地震の地震モーメントと

断層面積との関係、地震モーメントと平均すべり量との関係、地震モーメントと

アスペリティの総面積との関係、および断層面積とアスペリティの総面積との関

係 
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(6) Murotani et al. (2013) 

 Murotani et al. (2013) は、世界の沈み込み帯におけるプレート間巨大地震 (MW=6.7～9.2)

の断層パラメータの相似則を求めた。 

 図2.2.2-9には、断層パラメータの相似則を求めるために用いたプレート間地震の震央位置

を、表2.2.2-4には、断層パラメータの相似則を求めるために用いたモーメントマグニチュー

ド9クラスの地震を示す。 

 図2.2.2-10には、Murotani et al. (2013) が求めた断層パラメータの相似則を、表2.2.2-5には、

断層パラメータの相似則と標準偏差を示す。これらの図表では、地震モーメントM0と断層

面積Sとの関係、地震モーメントM0と平均すべり量との関係、地震モーメントM0とアスペリ

ティの総面積との関係、アスペリティとの面積比Sa/Sが、それぞれ 

S=1.34×10-10M0
2/3 (2.2.2-16) 

D=1.66×10-7M0
1/3 (2.2.2-17) 

Sa=2.81×10-11M0
2/3 (2.2.2-18) 

Sa/S=0.2 (2.2.2-19) 

と求まっている。 

 

 

図2.2.2-9 Murotani et al. (2013) が断層パラメータの相似則を求めるために用いたプレート

間地震の震央位置 
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表2.2.2-4 Murotani et al. (2013) が断層パラメータの相似則を求めるために用いたモーメン

トマグニチュード9クラスの地震 

 

 

図2.2.2-10 Murotani et al. (2013) が求めた地震モーメントと断層面積との関係、地震モーメ

ントと平均すべり量との関係、地震モーメントとアスペリティの総面積との関

係および断層面積とアスペリティの総面積との関係 

 

表2.2.2-5 Murotani et al. (2013) が求めた断層パラメータの相似則と標準偏差 
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(7) Ramirez-Gaytan et al. (2014) 

 Ramirez-Gaytan et al. (2014) は、メキシコの沈み込み帯の地震の断層パラメータの相似則

を求めた。 

表 2.2.2-6 には、断層パラメータの相似則の検討に用いたメキシコの沈み込み帯の地震を、

図 2.2.2-11 には、これらの地震の震央とメカニズム解 (地震番号 1～7 を用いており、地震

番号 8 と 9 は用いていない) を示す。 

図 2.2.2-12 には、メキシコの沈み込み帯の地震の断層パラメータの相似則 (灰色の線は自

己相似則を仮定したとき) を示す。図 2.2.2-12 では、断層面積 A(km2)と地震モーメント M0(N・

m)との関係は、 

8 0.570
01.87 10A M   (2.2.2-20) 

となった。断層長さと幅とすべり量が比例する自己相似則を仮定すると、 

10 2/3
01.99 10A M   (2.2.2-21) 

となった。また、平均すべり量D(m)と地震モーメントM0(N・m)との関係は、 

1 0.099
08.45 10D M   (2.2.2-22) 

となった。自己相似則を仮定すると、 

5 1/3
01.43 10D M   (2.2.2-23) 

となった。アスペリティの総面積Aa(km2)と地震モーメントM0(N・m)との関係は、 

11 0.684
a 01.74 10A M   (2.2.2-24) 

となった。自己相似則を仮定すると、 

11 2/3
a 03.99 10A M   (2.2.2-25) 

となった。アスペリティの応力降下量aは、全体を円形クラックと仮定すると、 

0
a 2

7

16

M

r R
    

  
 (2.2.2-26) 

で表される。ここに、rはアスペリティの半径で、Rは円形クラックの半径である。本検討で

扱った13のアスペリティの応力降下量は0.504MPa～3.284MPaとなった。また、アスペリテ

ィの応力降下量の深さ依存性は明瞭には見られなかった。 

 最大アスペリティの面積AL(km2)と地震モーメントM0(N・m)との関係は、 

9 0.55
L 07.78 10A M   (2.2.2-27) 

となった。自己相似則を仮定すると、 

11 2/3
L 03.25 10A M   (2.2.2-28) 
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となった。破壊開始点と最も近いアスペリティの距離RA(km)と地震モーメントM0(N・m)と

の関係は、 

3 0.177
A 02.47 10R M   (2.2.2-29) 

となった。自己相似則を仮定すると、 

6 1/3
A 01.81 10R M   (2.2.2-30) 

となった。 

図2.2.2-13には、Ramirez-Gaytan et al. (2014) が求めた断層パラメータの自己相似則と既往

の研究者による自己相似則との比較を示す。 

 

表 2.2.2-6 Ramirez-Gaytan et al. (2014) が断層パラメータの相似則の検討に用いたメキシコ

の沈み込み帯の地震 

 

 

 

図2.2.2-11 Ramirez-Gaytan et al. (2014) が断層パラメータの相似則の検討に用いたメキシコ

の沈み込み帯の地震の震央とメカニズム解 (地震番号1～7を用いており、地震番

号8と9は用いていない) 
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図2.2.2-12 Ramirez-Gaytan et al. (2014) が求めたメキシコの沈み込み帯の地震の断層パラメ

ータの相似則 (灰色の線は自己相似則を仮定したとき) 
 

 
図2.2.2-13 Ramirez-Gaytan et al. (2014) が求めた断層パラメータの自己相似則と既往の研究

者による自己相似則との比較 
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(8) 室谷・他 (2014) 

室谷・他 (2014) は、津波波形データから不均質すべり分布が得られている2011年東北地

方太平洋沖、2010年チリ地震、2004年スマトラ地震、1964年アラスカ地震、1960年チリ地震、

1957年アリューシャン地震、1952年カムチャツカ地震の7つのM9クラスの巨大地震と日本周

辺の10個の大地震を用いて、M9クラス地震の津波予測のための地震モーメント(M0)、断層

面積(S)、平均すべり量(D)、アスペリティ面積(Sa)、アスペリティの平均すべり量(Da)に関す

る相似則の検討を行った。 

図2.2.2-14に、室谷・他 (2014) がプレート間地震の断層パラメータの相似則の検討に用い

た地震のうちM9クラスの地震の位置を示す。 

室谷・他 (2014) は、断層面積を各地震の小断層のすべり量が0 m以上の領域の合計と定

義し、平均すべり量と地震モーメントを再計算した。また、破壊領域全体の平均すべり量の

1.5倍以上すべった小断層の合計をアスペリティ領域とした。表2.2.2-7に、このようにして

求めたプレート間地震の断層パラメータを示す。 

図2.2.2-15に、室谷・他(2014) が求めたプレート間地震の断層パラメータの相似則を示す。

地震モーメントと破壊領域の関係は、 

10 2/3
01.34 10 , ( ) 1.54S M SD      (2.2.2-31) 

である。この関係式は、Murotani et al. (2008) で得られた係数1.48×10-10、標準偏差(SD) 1.61

とほぼ同じ結果が得られた。また、地震モーメントと平均すべり量の関係は、 

7 1/3
01.66 10 , ( ) 1.64D M SD      (2.2.2-32) 

である。こちらもMurotani et al. (2008) で得られた係数1.48×10-7、標準偏差1.72とほぼ同じ

結果が得られた。地震モーメントとアスペリティ領域の関係は、 

11 2/3
02.81 10 , ( ) 1.72aS M SD      (2.2.2-33) 

である。こちらもMurotani et al. (2008) で得られた係数2.89×10-11、標準偏差1.78とほぼ同じ

結果が得られた。破壊領域とアスペリティ領域の関係は、 

/ 0.2, ( ) 1.41aS S SD     (2.2.2-34) 

である。こちらはMurotani et al. (2008) で得られた結果と同じであった。アスペリティ領域

での平均すべり量と破壊領域での平均すべり量の関係は、 

2.2aD D   (2.2.2-35) 

となり、この係数2.2はMurotani et al. (2008) で得られた値と同じであった。 

得られたM0-S、M0-D、M0-Sa、S-Sa、D-Daの関係は、日本周辺のM8クラスの大地震から得
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られたMurotani et al. (2008) の結果とほぼ同じであった。海溝型地震では、地震の規模によ

らずに、同じスケーリング則が適用できることを示している。 

 

 

図2.2.2-14 室谷・他  (2014) がプレート間地震の断層パラメータの相似則の検討に用いた

地震のうちM9クラスの地震の位置 

 

表2.2.2-7 室谷・他 (2014) が求めたプレート間地震の断層パラメータ 
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図2.2.2-15 室谷・他 (2014) が求めたプレート間地震の断層パラメータの相似則 

 

 
図2.2.2-16 室谷・他 (2014) による地震モーメントと断層の面積との関係式と既往式との比

較 
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(9) Skarlatoudis et al. (2016) 

 表 2.2.2-8 に、Skarlatoudis et al. (2016) が断層パラメータの相似則の検討に用いたプレー

ト間地震を、図 2.2.2-17 に、これらの地震の震央位置を示す。モーメントマグニチュード MW

は 6.75 から 9.1 である。 

図2.2.2-18には、Skarlatoudis et al. (2016) が求めたプレート間地震の地震モーメントと断

層面積との関係および地震モーメントとアスペリティの総面積との関係を、図2.2.2-19には、

Skarlatoudis et al. (2016) が求めたプレート間地震の地震モーメントと平均すべり量との関

係および地震モーメントと最大すべり量との関係を、図2.2.2-20には、Skarlatoudis et al. 

(2016)が求めたプレート間地震の断層面積とアスペリティの総面積との関係を、図2.2.2-21

には、地震モーメントと断層幅との関係を示す。これらの図には、Tajima et al. (2013) を参

考にして、あるマグニチュードを超えると断層幅が一定となる線も入れられている。 

 Skarlatoudis et al. (2016) は、断層幅に上限があることに対して、確定的なことはいえない

が、多分200km程度の上限が存在するであろうと述べている。ただし、この上限値は沈み込

み帯ごとに変わる可能性があるとも述べている。 

 

表2.2.2-8 Skarlatoudis et al. (2016) が断層パラメータの相似則の検討に用いたプレート間

地震 
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図2.2.2-17 Skarlatoudis et al. (2016) が断層パラメータの相似則の検討に用いた震央位置 
 

 

図2.2.2-18 Skarlatoudis et al. (2016) が求めたプレート間地震の地震モーメントと断層面積

との関係および地震モーメントとアスペリティの総面積との関係 

 

 

図2.2.2-19 Skarlatoudis et al. (2016) が求めたプレート間地震の地震モーメントと平均すべ

り量との関係および地震モーメントと最大すべり量との関係 
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図2.2.2-20 Skarlatoudis et al. (2016) が求めたプレート間地震の断層面積とアスペリティの

総面積との関係 

 

 
図2.2.2-21  Skarlatoudis et al. (2016) が求めたプレート間地震の地震モーメントと断層幅と

の関係 
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(10) Allen et al. (2017) 

 Allen et al. (2017) は、モーメントマグニチュードが7.1～9.5のプレート間地震の断層モデ

ルから、断層面積、断層長さ、断層幅、最大すべり量、および平均すべり量の各量とモーメ

ントマグニチュードとの関係を求めた。 

図2.2.2-22には、検討に用いた世界の地震の震央位置と断層タイプ  (プレート間地震、ス

ラブ内地震、アウターライズ地震) を示す。 

また、図2.2.2-23にはAllen et al. (2017) が求めた世界のプレート間地震のモーメントマグ

ニチュードと断層長さとの関係、モーメントマグニチュードと断層幅との関係、モーメント

マグニチュードと破壊面積との関係、モーメントマグニチュードと最大すべり量との関係、

モーメントマグニチュードと平均すべり量との関係、断層長さと幅との関係を示す。表2.2.2-

9には、これらの相似則の回帰係数を示す。相似則は、断層長さと幅とすべり量が比例する

第一ステージの場合と、断層幅が200 kmで飽和し、断層長さとすべり量が比例する第二ステ

ージの場合が示されている。 

 

 
図2.2.2-22 Allen et al. (2017) が断層パラメータの相似則の検討に用いた世界の地震の震央

位置と断層タイプ 
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図2.2.2-23 Allen et al. (2017) が求めた世界のプレート間地震のモーメントマグニチュード

と断層長さとの関係、モーメントマグニチュードと断層幅との関係、モーメント

マグニチュードと断層面積との関係、モーメントマグニチュードと最大すべり

量との関係、モーメントマグニチュードと平均すべり量との関係、断層長さと幅

との関係 

 

表2.2.2-9 Allen et al. (2017) が求めた世界のプレート間地震の断層パラメータの相似則の

回帰係数 
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2.2.3 プレート間地震の断層パラメータの調査 

 

本項では、昨年度および今年度に調査した、国内外のプレート間地震の断層パラメータ、

特に断層長さ、断層幅、断層面積および短周期レベルの地域性について調べるために、調

査対象とした地震の地域分けを行った（図 2.2.3-1）。その際、原子力規制庁(2015)による地

域区分を参照とした。具体的には、下記の 26 区分に分類し、地域区分が不明な地震は、地

域性の分析対象から除いた。 

 

1. Sumatra 

2. Java 

3. Banda Sea 

4. New Zealand 

5. Kermadec 

6. Tonga 

7. Vanuatu 

8. Solomon Islands 

9. Philippine 

10. Marianas 

11. Izu Bonin 

12. N.E.Japan （太平洋プレート） 

13. Kuriles 

14. Kamchatka 

15. Aleutians 

16. Alaska 

17: Cascadia 

18. Central America 

19. Caribbean 

20. Colombia 

21. Peru 

22. Central Chile 
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23. So. Chile 

24. Scotia 

25. Ryukyus 

26. S.W.Japan（フィリピン海プレート） 
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図2.2.3-1 プレート間地震の地域区分（原子力規制庁(2015)に加筆） 
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本検討で対象とした、国内のプレート間地震の震源位置を図2.2.3-2に、断層パラメータ

の調査結果を表2.2.3-1に示し、国外のプレート間地震の震源位置を図2.2.3-3に、断層パラ

メータの調査結果を表2.2.3-2に示す。ここでは、主に昨年度に調査した、国内外のプレー

ト間地震の断層パラメータの分析に用いたデータをベースとし、今年度調査した地震やデ

ータを新たに追加した。 

対象とした調査項目を下記に示す。 

・地域区分 

・地震名、発生日 

・震源位置 

・モーメントマグニチュード 

・地震モーメント 

・断層長さ 

・断層幅 

・断層面積 

・平均応力降下量 

・短周期レベル 

・アスペリティの応力降下量、アスペリティの面積 

・コーナー振動数 

・S 波速度 
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図2.2.3-2 調査対象とした国内のプレート間地震 

（★印：太平洋プレートの地震、▲印：フィリピン海プレートの地震） 
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図2.2.3-3 調査対象とした海外のプレート間地震 
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表 2.2.3-1 国内のプレート間地震の断層パラメータの調査結果 

（赤字：作図で使用した値、青文字：今年度業務で新たに追加したデータ） 
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表 2.2.3-1 国内のプレート間地震の断層パラメータの調査結果（つづき） 

（赤字：作図で使用した値、青文字：今年度業務で新たに追加したデータ） 
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表 2.2.3-1 国内のプレート間地震の断層パラメータの調査結果（つづき） 

（赤字：作図で使用した値、青文字：今年度業務で新たに追加したデータ） 
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表 2.2.3-1 国内のプレート間地震の断層パラメータの調査結果（つづき） 

（赤字：作図で使用した値、青文字：今年度業務で新たに追加したデータ） 
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表 2.2.3-1 国内のプレート間地震の断層パラメータの調査結果（つづき） 

（赤字：作図で使用した値、青文字：今年度業務で新たに追加したデータ） 
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表 2.2.3-1 国内のプレート間地震の断層パラメータの調査結果（つづき） 

（赤字：作図で使用した値、青文字：今年度業務で新たに追加したデータ） 
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表 2.2.3-1 国内のプレート間地震の断層パラメータの調査結果（つづき） 

（赤字：作図で使用した値、青文字：今年度業務で新たに追加したデータ） 
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表 2.2.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果 

（赤字：作図で使用した値、青文字：今年度業務で新たに追加したデータ） 
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表 2.2.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果（つづき） 

（赤字：作図で使用した値、青文字：今年度業務で新たに追加したデータ） 
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表 2.2.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果（つづき） 

（赤字：作図で使用した値、青文字：今年度業務で新たに追加したデータ） 
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表 2.2.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果（つづき） 

（赤字：作図で使用した値、青文字：今年度業務で新たに追加したデータ） 
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表 2.2.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果（つづき） 

（赤字：作図で使用した値、青文字：今年度業務で新たに追加したデータ） 
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表 2.2.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果（つづき） 

（赤字：作図で使用した値、青文字：今年度業務で新たに追加したデータ） 
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表 2.2.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果（つづき） 

（赤字：作図で使用した値、青文字：今年度業務で新たに追加したデータ） 
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表 2.2.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果（つづき） 

（赤字：作図で使用した値、青文字：今年度業務で新たに追加したデータ） 
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表 2.2.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果（つづき） 

（赤字：作図で使用した値、青文字：今年度業務で新たに追加したデータ） 
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表 2.2.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果（つづき） 

（赤字：作図で使用した値、青文字：今年度業務で新たに追加したデータ） 
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表 2.2.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果（つづき） 

（赤字：作図で使用した値、青文字：今年度業務で新たに追加したデータ） 
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表 2.2.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果（つづき） 

（赤字：作図で使用した値、青文字：今年度業務で新たに追加したデータ） 
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2.2.4 プレート間地震の断層パラメータの分析 

 

a) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係の分析 

図 2.2.4-1(1)に、表 2.2.3-1 および表 2.2.3-2 に示した国内外のプレート間地震の断層幅 W

と断層長さ L との関係を、国内の地震については白丸印で、国外の地震については黒丸印

で示す。図中、赤線は渡辺・他(2002)による、プレート間地震の断層幅と断層長さの経験

的関係式である。 

図 2.2.4-1(2)～(19)に地域区分ごとのプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係を

示す。 

プレート間地震の断層長さと断層幅の関係において、断層長さが概ね 300km より大きい

地震に着目した場合、日本のプレート間地震と国外のプレート間地震による違いはほとん

どなく、平均的に既往の経験則(渡辺・他, 2000)とよく整合していることが分かった。地域

ごとに見た場合、Sumatra、Alaska、Central Chile などの地域では断層幅が既往の経験則よ

り大きく、Cascadia 地域では断層幅が既往の経験則より小さいなどの違いが見られた。 

 

 

 

図 2.2.4-1(1) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係 
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図 2.2.4-1(2) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係 

地域番号-12:日本 Pacific Plate 

 

図 2.2.4-1(3) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係 

地域番号-26:日本:Philippine Sea Plate 
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図 2.2.4-1(4) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係 

地域番号-1: Sumatra(国外) 

 

図 2.2.4-1(5) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係 

地域番号-2: Java (国外)
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図 2.2.4-1(6) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係 

地域番号-3: Banda Sea (国外) 

 

図 2.2.4-1(7) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係 

地域番号-5: Kermadec (国外) 
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図 2.2.4-1(8) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係 

地域番号-7: Vanuatu (国外) 

 

図 2.2.4-1(9) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係 

地域番号-8: Solomon Island (国外) 
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図 2.2.4-1(10) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係  

地域番号-9: Philippine (国外) 

 

図 2.2.4-1(11) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係 

地域番号-13: Kuriles (国外) 
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図 2.2.4-1(12) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係 

地域番号-14: Kamchatka (国外) 

 

図 2.2.4-1(13) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係 

地域番号-15: Aleutians (国外) 
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図 2.2.4-1(14) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係 

地域番号-16: Alaska (国外) 

 

図 2.2.4-1(15) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係 

地域番号-17: Cascadia(国外) 
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図 2.2.4-1(16) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係 

地域番号-18: Central America (国外) 

 

図 2.2.4-1(17) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係  

地域番号-20: Colombia (国外) 



2.2.4-10 
 

 

図 2.2.4-1(18) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係  

地域番号-21: Peru (国外) 

 

図 2.2.4-1(19) 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係  

地域番号-22: Central Chile (国外) 
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b) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 と関係の分析 

図 2.2.4-2(1)に、表 2.2.3-1 および表 2.2.3-2 に示した国内外のプレート間地震の断層面積

S と地震モーメント M0 と関係を、国内の地震については白丸印で、国外の地震については

黒丸印で示す。図中、黒線は(2.2.4-1)式で表される Murotani et al. (2008)による断層面積 S

と地震モーメント M0 との経験式で、赤線は(2.2.4-2)式で表される、田島・他(2013)による

断層幅が飽和する第 2 ステージのプレート間地震を対象とした、断層面積 S と地震モーメ

ント M0 との経験的関係式(式 2.2.4-2)である。参考として、(2.2.4-3)式で表される、地震調

査研究推進本部(2005)によるプレートの地震の強震動予測のためのレシピで採用されてい

る宇津(2001)式も、青点線で示す。 

 

2 10 2/3
0[km ] 1.48 10 ( [N m])S M                      (2.2.4-1)  

 

2 7 1/2
0[km ] 5.82 10 ( [N m])S M                       (2.2.4-2)  

 

     2 11 2/3
0[km ] 8.58 10 ( [N m])S M                      (2.2.4-3)  

 

図 2.2.4-2(2)～(18)に地域区分ごとのプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0

と関係を示す。 

プレート間地震の地震モーメントと断層面積の関係においても、地震規模が比較的大き

い地震（概ね MW 8.4 以上）に着目した場合、日本のプレート間地震と海外のプレート間地

震による違いはほとんどなく、第 2 ステージ以降の既往の経験則(田島・他, 2013)とよく整

合していることが分かった。地域ごとに見た場合、Sumatra、Alaska などの地域では断層面

積が既往の経験則より大きく、Cascadia 地域では断層面積が既往の経験則より小さいなど

の違いが見られた。 
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図 2.2.4-2(1) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

(oversea,Japan) 

 

図 2.2.4-2(2) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-12:日本 Pacific Plate 
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図 2.2.4-2(3) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-26:日本 Philippine Sea Plate 

 

図 2.2.4-2(4) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-1: Sumatra (国外) 
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図 2.2.4-2(5) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-2: Java (国外) 

 

図 2.2.4-2(6) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-3: Banda Sea (国外) 
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図 2.2.4-2(7) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-5: Kermadec (国外) 

 

図 2.2.4-2(8) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-7: Vanuatu (国外) 
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図 2.2.4-2(9) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-8: Solomon Island (国外) 

 

図 2.2.4-2(10) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-9: Philippine (国外) 
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図 2.2.4-2(11) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-13: Kuriles (国外) 

 

図 2.2.4-2(12) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-14: Kamchatka (国外) 
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図 2.2.4-2(13) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-15: Aleutians (国外) 

 

図 2.2.4-2(14) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-16: Alaska (国外) 
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図 2.2.4-2(15) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-17: Cascadia(国外) 

 

図 2.2.4-2(16) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-18: Central America (国外) 
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図 2.2.4-2(17) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-19: Colombia (国外) 

 

図 2.2.4-2(18) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-21: Peru (国外) 
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図 2.2.4-2(19) 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-22: Central Chile (国外) 

c) 国内外のプレート間地震の地震モーメント M0 と短周期レベル A との関係の分析 

図 2.2.4-3(1)に、表 2.2.3-1 およびに表 2.2.3-2 示した国内外のプレート間地震の地震モー

メント M0 と短周期レベル A との関係を、国内の地震については白丸印で、国外の地震に

ついては黒丸印で示す。図中、黒線は(2.2.4-4)式で表される、地震調査研究推進本部(2005)

による強震動予測のためのレシピで採用されている壇・他(2001)の式で、黒実線は平均値

で、黒点線はその 2 倍と 1/2、灰色部分は外挿である。 

2 10 7 1/3
0[N m/ s ] 2.46 10 ( [N m] 10 )A M            (2.2.4-4) 

図 2.2.4-3(2)～(4)に地域区分ごとのプレート間地震の地震モーメント M0 と短周期レベル

A との関係を示す。 

図より、プレート間地震の地震モーメントと短周期レベルの関係において、日本のプレ

ート間地震と海外のプレート間地震による断層パラメータの違いはほとんどなく、平均的

に壇・他(2001)の 0.5 倍から 2 倍の間であることが分かる。地域ごとに見た場合、日本の太

平洋プレートでは、壇・他(2001)の 1 倍から 2 倍で、ほかの地域に比べて大きいことが分

かった。 
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図 2.2.4-3(1) 国内外のプレート間地震の短周期レベル A と地震モーメント M0 との関係 

 

図 2.2.4-3(2) 国内外のプレート間地震の短周期レベル A と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-12:日本 Pacific Plate 
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図 2.2.4-3(3) 国内外のプレート間地震の短周期レベル A と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-26: 日本 Philippine Sea Plate 

 

 

図 2.2.4-3(4) 国内外のプレート間地震の短周期レベル A と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-18: Central America (国外) 
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図 2.2.4-3(5) 国内外のプレート間地震の短周期レベル A と地震モーメント M0 との関係 

地域番号-22: Central Chile (国外) 
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